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( ) 総研レポート〔 〕の小林元「広域的地域マネジメントの実態分析」を参照。9 JC 10
( ) 坂本〔 〕を参照。10 8
( ) 小田切〔 〕を参照。11 2
( ) 小林 を参照 なお 階建て組織の 階部分については事業協同組合や 島根県 株式会社 広PLL33721 ）（，。〕〔 ， （

島県）で組織化されているケースがみられる。

( ) 楠本〔 〕を参照。13 5
7478871112102941( ) 坂本・小林・筒井 を参照 なお アンケート調査は 年 月 日時点の全市区町村 市・（，，。〕〔

49213310211210232481町・ 村＋東京 区）を対象とし， 年 月から 年 月にかけて実施された。回収数は ,
市区町村（回収率 ％）である。74.3

( ) 上記の注( )に同じ。15 11
( ) 上記の注( )に同じ。16 8
( ) 川手〔 〕を参照。17 4
( ) 中塚・川口・星野〔 〕を参照。2181
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第４章 地方自治体主導型広域地域組織の形成

－秋田県・京都府・山口県の事例を対象として－

福田 竜一・江川 章・草野 拓司

【 要 旨 】

本章では，秋田県，京都府，山口県の 府県 事例の現地調査に基づき，地方自治体が主導し形成3 6
された広域地域組織（ 地方自治体主導型広域地域組織 ）の特徴と課題に接近した。「 」

第 に，地方自治体主導型広域地域組織の組織形態である。 府県の事例はいずれも「部会制・委1 3
員会制」の組織形態をとっており，イベント・地域おこし，福祉活動など機能別に内部組織が編成さ

れている。他方，既存集落の自治機能は残されており，地方自治体主導型広域地域組織は集落の自治

機能以外の役割を担うことが主な役割とされている。しかし，今後高齢化や人口減少がさらに進み，

集落の機能が維持できない小規模高齢化集落が増加することから，集落と地方自治体主導型広域地域

組織との「融合」が進む可能性はある。

第 に，地方自治体主導型広域地域組織の活動内容である。その主要な活動は広域的イベントの開2
催や地域資源の活用・管理などである。経済事業で収益を得る事例もみられるが，それで高い収益を

得ることを目指すというよりも，最低限，赤字を出さないよう苦心しているという方が実態に近い。

また，特に前身組織の無いような広域地域組織の場合，特に設立当初は組織体制が脆弱なため，組織

と活動を継続させることを最優先課題としなければならない。そうしたこともあり，地方自治体主導

型広域地域組織が取り組む経済事業には，指定管理者や各種施設等の管理運営などの低リスク・低収

益の事業が多い。その他，既設の農産物直売所等との競合を避けるため，あえて自ら事業は行わず，

地域内の他組織や他グループ等への支援や連携を実践する事例もある。

第 に，地方自治体主導型広域地域組織の人材確保と育成である。広域地域組織を担う内部人材は3
主に有志の住民らであり，それをサポートする外部人材は自治体職員が大半である。行政への事業申

請など専門的知識を必要とする業務や作業を住民のみで処理することは難しく，それらの作業は専門

。 ， ，家である自治体職員などに依存せざるを得ない また 地域の革新を担う外部人材を呼び込むことは

ハード事業などと並び，地方自治体による広域地域組織支援政策の中心である。他方，内部の人材の

確保にも多くの課題がある。中でも，地方自治体主導型広域地域組織の中核的な人材はすでに 歳60
代以上であり， ～ 年後を見すえた指導者・後継者育成と確保が喫緊の課題である。10 20

１．はじめに

本章では，秋田県，京都府，山口県の 府県における地方自治体が主導して形成され3
た広域地域組織（以下，地方自治体主導型広域地域組織）に対する現地聞き取り調査 に( )1

基づき，その特徴と課題に接近する。具体的には，地方自治体主導型広域地域組織が，①

どのように形成され，②どのような特徴を持ち，③どのような活動をしており，④どのよ

うな成果や課題があるかをそれぞれ明らかにする。

本章の構成は以下のとおりである。 では秋田県の事例を， では京都府を， で２． ３． ４．

は山口県の事例を，それぞれ 事例ずつ取り上げ，府県や市の広域地域組織支援政策を2
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概説し，対象事例とした広域地域組織の設立契機，組織の概要，活動の概要や成果等をみ

3る では地方自治体主導型地域組織による地域再生を目指す取組の成果について 第。 ，５．

章で明らかにされた広域地域組織をめぐる３つの論点を踏まえて考察する。

２．秋田県の広域地域組織と支援施策

（１）広域地域組織支援施策の概要

１）市による広域地域組織支援

（ⅰ）地域組織への支援開始の経緯

秋田県 市の広域地域組織は，同市が主導して形成された。そこで，まず 市が実AP AP
施している広域地域組織支援の取組を，次いで秋田県の広域地域組織支援の取組をそれぞ

れ概説する。

。 ，AP 2005 1 2 1 AP市は 年に 市 町 村が合併して誕生した 市はこの合併を契機として

広域地域組織支援の取組を開始した。 市の広域地域組織の体制と支援は のよAP 第4-1図

うになっている。 市では，合併前の４つの旧市町村にそれぞれ ～ の「地域自治組AP 1 2
織連絡協議会 以下 絡協議会 と 各協議会の下において小学校区ごとに合計 の 地（ ， ） ， 「23
区組織」がそれぞれ設立された 。( )2

地域自治組織

交付金

意見具申

要望

まちづくり

計画策定

    資料：AP市作成資料．

意見を求める

第4-1図　AP市における「地域自治組織」のイメージ
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（ⅱ）地域自治組織の役割と機能

市の取組は，住民が行政に一方的に要望し，行政がそれに応える従来型の「要望・AP
陳情型」ではなく，地域の課題やまちづくりについて地域住民が主体的に考え，これを行

政がサポートする住民参加やパートナーシップを重視する「提案・協働型」の関係を理想

としている。具体的には，地域自治組織に地域審議会の機能を加えた独自の住民自治を高

めるための組織を設置したという特徴がある。連絡協議会と地区組織は，それぞれ「まち

づくり計画 」を策定している。( )3

まちづくり計画は，町内会長や集落会長等各種団体で活動している人々が中心になって

策定されている。計画の策定には総合支所，地区センター，支援職員が支援している。さ

らに地域住民の意見を取り入れ，住民総会等で住民の承認を受けることも求められる。

（ⅲ）財政的支援と人的支援

市による広域地域組織支援施策は財政的支援と人的支援に大別される。前者には地AP
域自治組織に対して交付される「地域自治組織交付金」があり，①地域協議会交付金，②

コミュニティ活動交付金，③地域づくり事業交付金の 種類がある 。各地区組織が実施3 ( )4

する地域課題と，個性豊かな地域づくりを進めるための事務および事業の経費などに対し

て交付される。

後者は，市役所の「市民生活部くらしの相談課」が全体的な支援を行い，各連絡協議会

と地区組織の活動については 「各総合支所地域振興班」および「地区センター」がそれ，

ぞれ支援している。また各地区に居住する市職員を「支援職員」に任命して，地区組織等

の活動を支援している 。( )5

この他に，地区組織を含む地域自治組織や ボランティア団体等の市民活動団体がNPO,
自主的，主体的に企画，実施する，公益性のあるまちづくり事業に対して，その経費の一

部を市が補助する「参加・協働のまちづくり提案型補助金制度」がある 。( )6

２）県による地域組織支援

秋田県企画振興部地域活力創造課活力ある集落づくり支援室は，集落・町内会・自治会

等の地域コミュニティの活性化を支援に関する事項を所掌している。同室の業務内容は①

県と市町村による支援体制の充実，②県内外の自治会等の多様な連携の促進，③地域コミ

ュニティの持続的な活動を支える仕組みづくりである。

①では，県と市町村で組織した各種協議会の開催や研修会を実施しているほか，支援窓

口の設置や地域自立のためのプログラムの普及活動を行っている。②では，情報サイト「秋

田県のがんばる農山漁村集落応援サイト による情報発信 元気ムラ通信 の発行 あ( )7 」 ，「 」 ，「

きた元気ムラ大交流会」の開催を行っている。③では，高齢者の知恵や技能を活かした自

治会の収益基盤づくりの推進等を行っている。
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（ⅱ）地域自治組織の役割と機能

市の取組は，住民が行政に一方的に要望し，行政がそれに応える従来型の「要望・AP
陳情型」ではなく，地域の課題やまちづくりについて地域住民が主体的に考え，これを行

政がサポートする住民参加やパートナーシップを重視する「提案・協働型」の関係を理想

としている。具体的には，地域自治組織に地域審議会の機能を加えた独自の住民自治を高

めるための組織を設置したという特徴がある。連絡協議会と地区組織は，それぞれ「まち

づくり計画 」を策定している。( )3

まちづくり計画は，町内会長や集落会長等各種団体で活動している人々が中心になって

策定されている。計画の策定には総合支所，地区センター，支援職員が支援している。さ

らに地域住民の意見を取り入れ，住民総会等で住民の承認を受けることも求められる。

（ⅲ）財政的支援と人的支援

市による広域地域組織支援施策は財政的支援と人的支援に大別される。前者には地AP
域自治組織に対して交付される「地域自治組織交付金」があり，①地域協議会交付金，②

コミュニティ活動交付金，③地域づくり事業交付金の 種類がある 。各地区組織が実施3 ( )4

する地域課題と，個性豊かな地域づくりを進めるための事務および事業の経費などに対し

て交付される。

後者は，市役所の「市民生活部くらしの相談課」が全体的な支援を行い，各連絡協議会

と地区組織の活動については 「各総合支所地域振興班」および「地区センター」がそれ，

ぞれ支援している。また各地区に居住する市職員を「支援職員」に任命して，地区組織等

の活動を支援している 。( )5

この他に，地区組織を含む地域自治組織や ボランティア団体等の市民活動団体がNPO,
自主的，主体的に企画，実施する，公益性のあるまちづくり事業に対して，その経費の一

部を市が補助する「参加・協働のまちづくり提案型補助金制度」がある 。( )6

２）県による地域組織支援

秋田県企画振興部地域活力創造課活力ある集落づくり支援室は，集落・町内会・自治会

等の地域コミュニティの活性化を支援に関する事項を所掌している。同室の業務内容は①

県と市町村による支援体制の充実，②県内外の自治会等の多様な連携の促進，③地域コミ

ュニティの持続的な活動を支える仕組みづくりである。

①では，県と市町村で組織した各種協議会の開催や研修会を実施しているほか，支援窓

口の設置や地域自立のためのプログラムの普及活動を行っている。②では，情報サイト「秋

田県のがんばる農山漁村集落応援サイト による情報発信 元気ムラ通信 の発行 あ( )7 」 ，「 」 ，「

きた元気ムラ大交流会」の開催を行っている。③では，高齢者の知恵や技能を活かした自

治会の収益基盤づくりの推進等を行っている。
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（２）各組織形成の背景と契機

秋田県で聞き取りを行った地区（ ， ）の概要は のとおりである。AA AB 第4-1表

地区はかつての藩政村を組織範囲としており，基本的に小学校区だが，隣の小学校AA
区の一部も含まれる。直近の合併前の旧町は 年に旧 村を含む 町 村が合併し1955 AA 2 2
て誕生した。この旧町を範囲とする連絡協議会には，各旧町村に１つの地区組織があり，

合計４つの地区組織からなる。 地区の地区組織は の町内会（集落）で構成されてAA 18
いる。

地区は 年に 市と合併した旧 村が１つの地区組織を形成している。地AB 2005 AP AB
区の大半は山林が占めており，標高は高い所で 程度ある。 地区は中学校区（明400m AB
治合併村）で地区に小学校と中学校がある。しかし人口は 市を構成している旧 市町AP 4
村の中で最も少なく，人口と集落数は小学校区の 地区よりもやや多い程度である。AA

AA地区 AB地区

組織範囲
小学校区
（藩政村）

中学校区
（明治合併村）

拠点施設 公民館
市役所支所

（旧村役場庁舎）

構成集落 18集落 19集落

世帯
人口

755世帯

2,399人
887世帯

2,520人
農家戸数 346戸〈販売287戸〉 420戸〈販売351戸〉

経営耕地面積 512ha〈水田率87.9％〉 505ha〈水田率80.1％〉

高齢化率 40％ 35％

設立経緯
市町村合併よる地域自治機能の低下に備える
ため，旧町が町内会に働きかけるなど主導した

市町村合併以前から，人口減少や高齢化など
の深刻化を見越した対応として取組開始

組織構成
・総会
・第１部会（暮らし・環境づくり）
・第２部会（夢・魅力づくり）

・集落代表者会議
・地域づくり委員会
・販売戦略検討委員会
・広報編成委員会

活動内容

・河川公園の整備，イベント，芋の子汁会の開
催
・城址跡の整備・再生，城址跡を活用した歴史
ツーリズム

・住民アンケート
・紅葉まつり，軽トラ市の開催
・自然林の利活用・保全活動
・自然と親しむ会，水路見学会の開催

補助事業

・地域づくり事業交付金（年間500千円）

・参加・協働のまちづくり提案型補助金（2年間

で1,118千円）

・各集落の負担金（年間200千円）

・コミュニティ活動交付金（年間870千円）

・地域づくり事業交付金（年間500千円）

・参加・協働のまちづくり提案型補助金（2年間

で2,023千円）

事業効果 ・城址跡の整備
・地域資源の活用に関わる自然と親しむ会や
水路見学会の実行，環境林保全活動実施

 資料：各広域地域組織の提供資料および現地調査（2013年12月）より作成．
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第4-1表  広域地域組織の概要 （秋田県）
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１）ＡＡ地区

， ，AA AP 2005 3地区の組織設立の契機は 市町村合併による 市誕生直前である 年 月に

地区のある旧町の各町内会会長が，町長から「地域の会長」の辞令を受けたことであAA
った これは市町村合併後による新 市の広域化とその自治機能低下の恐れに備え 住。 ，「AP
民自治」を早急に確立させる必要性を見越した対応であった。

２）ＡＢ地区

地区には，市町村合併前の 村の時代に将来の人口減少や高齢化といった地域問AB AB
題の深刻化を見越して，地域づくりを独自に推進していたという経緯があった。その後，

市町村合併による 市の誕生を経て，改めて地域組織づくりを図ることとなった。AP

（３）組織概要

１）ＡＡ地区

地区の地区組織では，全体を総括する「総会」が毎年度末に開催されており，役員AA
改選やその年度の事業内容の決定などが行われている。組織は部会制度で「総務・広報部

会 「第 部会（暮らし・環境づくり 「第 部会（夢・魅力づくり 」が設置されて」， ）」， ）1 2
いる。

地区組織の役員が会長，副会長など合計 名である。この他，各町内会長 名と各種7 18
団体の代表者 名の合計 名が委員である。これに事務局 名の他，支援職員（各地域6 24 1
に住む市職員） 名を加えた 名が構成員として，地区組織の活動に参画している。各32 64
部会はそれぞれ 名前後であり，その約半数が役員または委員，残りの半数が支援職員20
という構成である。

２）ＡＢ地区

地区の地区組織では 「集落代表者会議」が組織の意志決定と集落への伝達等を行AB ，

。 。「 」う 他組織では事務局とされている組織がこの集落代表者会議である 集落代表者会議

の下に，各部会（委員会）が配置されており，それぞれまちづくり計画に基づく活動の計

画と評価を行う 地域づくり委員会 地場農産物や名産品等の販売戦略の検討を行う 販「 」， 「

売戦略検討委員会 ，組織報の発行を年間 ～ 回行っている「広報編成委員会」の 委」 3 4 3
員会（部会）が設置されている。なお関係者が一堂に会する定期総会は毎年 月に開催5
しており，代表者会議メンバーと各委員長・副委員長， 市職員が参集範囲である。AP

集落代表者会議は 地区の全 集落の代表者 名で構成されており，この中からAB 19 19
地区組織の代表者他役員を 名選出している。各委員会は 名程度で，広報編成委員会5 10
は 名である。委員は募集・推薦で選出され，任期は 年，再任もできる 。2 2 ( )8
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ツーリズム

・住民アンケート
・紅葉まつり，軽トラ市の開催
・自然林の利活用・保全活動
・自然と親しむ会，水路見学会の開催

補助事業

・地域づくり事業交付金（年間500千円）

・参加・協働のまちづくり提案型補助金（2年間

で1,118千円）

・各集落の負担金（年間200千円）

・コミュニティ活動交付金（年間870千円）

・地域づくり事業交付金（年間500千円）

・参加・協働のまちづくり提案型補助金（2年間

で2,023千円）

事業効果 ・城址跡の整備
・地域資源の活用に関わる自然と親しむ会や
水路見学会の実行，環境林保全活動実施

 資料：各広域地域組織の提供資料および現地調査（2013年12月）より作成．

組
織
属
性

組
織
構
成
・
活
動
内
容

事
業
活
用

第4-1表  広域地域組織の概要 （秋田県）

- 69 -

１）ＡＡ地区

， ，AA AP 2005 3地区の組織設立の契機は 市町村合併による 市誕生直前である 年 月に

地区のある旧町の各町内会会長が，町長から「地域の会長」の辞令を受けたことであAA
った これは市町村合併後による新 市の広域化とその自治機能低下の恐れに備え 住。 ，「AP
民自治」を早急に確立させる必要性を見越した対応であった。

２）ＡＢ地区

地区には，市町村合併前の 村の時代に将来の人口減少や高齢化といった地域問AB AB
題の深刻化を見越して，地域づくりを独自に推進していたという経緯があった。その後，

市町村合併による 市の誕生を経て，改めて地域組織づくりを図ることとなった。AP

（３）組織概要

１）ＡＡ地区

地区の地区組織では，全体を総括する「総会」が毎年度末に開催されており，役員AA
改選やその年度の事業内容の決定などが行われている。組織は部会制度で「総務・広報部

会 「第 部会（暮らし・環境づくり 「第 部会（夢・魅力づくり 」が設置されて」， ）」， ）1 2
いる。

地区組織の役員が会長，副会長など合計 名である。この他，各町内会長 名と各種7 18
団体の代表者 名の合計 名が委員である。これに事務局 名の他，支援職員（各地域6 24 1
に住む市職員） 名を加えた 名が構成員として，地区組織の活動に参画している。各32 64
部会はそれぞれ 名前後であり，その約半数が役員または委員，残りの半数が支援職員20
という構成である。

２）ＡＢ地区

地区の地区組織では 「集落代表者会議」が組織の意志決定と集落への伝達等を行AB ，

。 。「 」う 他組織では事務局とされている組織がこの集落代表者会議である 集落代表者会議

の下に，各部会（委員会）が配置されており，それぞれまちづくり計画に基づく活動の計

画と評価を行う 地域づくり委員会 地場農産物や名産品等の販売戦略の検討を行う 販「 」， 「

売戦略検討委員会 ，組織報の発行を年間 ～ 回行っている「広報編成委員会」の 委」 3 4 3
員会（部会）が設置されている。なお関係者が一堂に会する定期総会は毎年 月に開催5
しており，代表者会議メンバーと各委員長・副委員長， 市職員が参集範囲である。AP

集落代表者会議は 地区の全 集落の代表者 名で構成されており，この中からAB 19 19
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（４）活動内容

１）ＡＡ地区

地区組織の諸活動を主に担っているのは 「夢・魅力づくり部会」である。，

同部会では，荒れていた河川公園を整備し，子どもたちが川遊び（魚のつかみ取り）の

イベントや，野外で行う「芋の子汁会」を企画・実行するなどの活動を実施している。な

お，芋の子汁会で使うサトイモは同部会で栽培している。この他，冬季には雪まつりを開

催しており 「かまくら」作りなどを行っている。，

さらに同部会は，遊歩道などの整備を進めている地区内の城址跡を舞台とした歴史ツー

リズムの推進も計画している。この城址跡の本丸は，かつては子供たちの遊び場であった

が，荒廃が進んでいたという。それを元の姿に戻そうと， 地区組織が 年間にわたるAA 3
城址再生計画を策定し，現在も整備を進めているところである。

２）ＡＢ地区

地区では，まず住民の意見を聞き入れるため，住民アンケート を実施した。そのAB ( )9

結果から，地域の課題として，地域活力低下を懸念している住民が多いこと等が明らかと

なったという。具体的には「旧 村時代に実施していた村民祭を復活して欲しい」などAB
という声があった。

そこで 年度に「紅葉まつり」を地区組織が主催して実施した。この紅葉まつりの2013
集客数は，全住民数約 人のうち 人程度が集まるなど，大盛況となった。この2,500 500
他にも，紅葉や温泉を目当てに訪れる観光客を対象とした「軽トラ市 」を開催して，( )10

集客力を上げるとともに，紅葉まつりとの相乗効果で賑わいを創出することに成功した。

この他，地域資源である自然林の利活用を図る取組が実践されている。自然との共生を

スローガンとして，自然と親しむ会や水路見学会を開催するなどの活動実績もある。この

他，環境林保全活動なども実施している。

， ， ，福祉関係では 地区の敬老会を 年度から実施しており 地区の婦人会の協力を得て2010
実行委員会を立ち上げている。また不法投棄防止のためのパトロールも実施している。

（５）外部主体の支援状況

地区では，川遊びのイベントの実施において，地元企業である建設業者から，主にAA
イベントで必要な人員面の支援を得ている。

きっかけは川遊び体験のイベントの責任者である地区組織役員の子弟がこの建設業者の

社員であり，彼の取組を聞き，会社として支援することを決めたとのことである。さらに

。 ，この建設業者から他の企業に協力要請がされるなどの拡がりもあった 川遊び体験教室は

河川を管理する国土交通省の河川国道事務所との連携が実現し，建設業者と河川国道事務

所の協力を得て，川遊び体験教室が実施された。

- 71 -

（６）活動資金

１）ＡＡ地区

地区の場合，収入の大半は，市から交付される地域づくり事業交付金である。交付AA
金の金額は組織の設立当初から 年度までは毎年 万円であったが， 年度か2012 150 2013
らは 万円となった。この他， 年間の事業期間で城址跡整備に使われた参加・協働の50 3
まちづくり提案型補助金より， 年度に 万 千円， 年度に 万 千円の補2011 52 4 2012 59 4
助をそれぞれ受けている。

２）ＡＢ地区

地区の場合，その他に各集落の負担金が 万円程度あるが，収入の大半はやはりAB 20
市の交付金である。 年度は，コミュニティ活動交付金 万円，地域づくり事業交2013 87
付金 万円がそれぞれ交付された。この他，紅葉まつりの開催に使われた参加・協働の50
まちづくり提案型補助金から 万 千円の補助を受けている。38 3

3 2011また以前には， 年間の事業期間で，参加・協働のまちづくり提案型補助金より

年度に 万 千円， 年度に 万 千円の補助をそれぞれ受けた実績がある。主103 7 2012 98 6
な目的は，地域資源の活用にかかわる自然と親しむ会や水路見学会の実行，環境林保全活

動の実施などである。

なお，地区組織の販売戦略検討委員会は，地区内に ヵ所の住民私設の直売施設運営4
の支援をしている。既設の直売施設が地区内にすでにある以上，地区組織の活動がそれを

圧迫すべきでないと考えており，地区組織直営の直販施設を設置する考えは現時点ではな

いとのことであった。

（７）取組の成果と課題

１）ＡＡ地区

地区の地区組織は，集落単位では実現困難である事業を行い 「場づくり」を実現AA ，

させてきた。その結果，広い範囲での住民の交流機会が増え，住民には地域活動に貢献し

ようという意識が高まっている。

他方，地区組織のメンバーの多くは ～ 歳で高齢者が多く，世代交代が進んでい65 70
ない。若い世代の参加を促すため，若い世代が親子で参加できるようなイベントを開催す

ることにも力を入れている。また活動の広がりをもたせるために，女性を地区組織の活動

に取り込んでいくことも課題である。

２）ＡＢ地区

地区では地区組織が住民アンケートを実施して，住民ニーズを顕在化させた。地区AB
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（４）活動内容

１）ＡＡ地区

地区組織の諸活動を主に担っているのは 「夢・魅力づくり部会」である。，

同部会では，荒れていた河川公園を整備し，子どもたちが川遊び（魚のつかみ取り）の

イベントや，野外で行う「芋の子汁会」を企画・実行するなどの活動を実施している。な

お，芋の子汁会で使うサトイモは同部会で栽培している。この他，冬季には雪まつりを開

催しており 「かまくら」作りなどを行っている。，

さらに同部会は，遊歩道などの整備を進めている地区内の城址跡を舞台とした歴史ツー

リズムの推進も計画している。この城址跡の本丸は，かつては子供たちの遊び場であった

が，荒廃が進んでいたという。それを元の姿に戻そうと， 地区組織が 年間にわたるAA 3
城址再生計画を策定し，現在も整備を進めているところである。

２）ＡＢ地区

地区では，まず住民の意見を聞き入れるため，住民アンケート を実施した。そのAB ( )9

結果から，地域の課題として，地域活力低下を懸念している住民が多いこと等が明らかと

なったという。具体的には「旧 村時代に実施していた村民祭を復活して欲しい」などAB
という声があった。

そこで 年度に「紅葉まつり」を地区組織が主催して実施した。この紅葉まつりの2013
集客数は，全住民数約 人のうち 人程度が集まるなど，大盛況となった。この2,500 500
他にも，紅葉や温泉を目当てに訪れる観光客を対象とした「軽トラ市 」を開催して，( )10

集客力を上げるとともに，紅葉まつりとの相乗効果で賑わいを創出することに成功した。

この他，地域資源である自然林の利活用を図る取組が実践されている。自然との共生を

スローガンとして，自然と親しむ会や水路見学会を開催するなどの活動実績もある。この

他，環境林保全活動なども実施している。

， ， ，福祉関係では 地区の敬老会を 年度から実施しており 地区の婦人会の協力を得て2010
実行委員会を立ち上げている。また不法投棄防止のためのパトロールも実施している。

（５）外部主体の支援状況

地区では，川遊びのイベントの実施において，地元企業である建設業者から，主にAA
イベントで必要な人員面の支援を得ている。

きっかけは川遊び体験のイベントの責任者である地区組織役員の子弟がこの建設業者の

社員であり，彼の取組を聞き，会社として支援することを決めたとのことである。さらに

。 ，この建設業者から他の企業に協力要請がされるなどの拡がりもあった 川遊び体験教室は

河川を管理する国土交通省の河川国道事務所との連携が実現し，建設業者と河川国道事務

所の協力を得て，川遊び体験教室が実施された。
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（６）活動資金

１）ＡＡ地区

地区の場合，収入の大半は，市から交付される地域づくり事業交付金である。交付AA
金の金額は組織の設立当初から 年度までは毎年 万円であったが， 年度か2012 150 2013
らは 万円となった。この他， 年間の事業期間で城址跡整備に使われた参加・協働の50 3
まちづくり提案型補助金より， 年度に 万 千円， 年度に 万 千円の補2011 52 4 2012 59 4
助をそれぞれ受けている。

２）ＡＢ地区

地区の場合，その他に各集落の負担金が 万円程度あるが，収入の大半はやはりAB 20
市の交付金である。 年度は，コミュニティ活動交付金 万円，地域づくり事業交2013 87
付金 万円がそれぞれ交付された。この他，紅葉まつりの開催に使われた参加・協働の50
まちづくり提案型補助金から 万 千円の補助を受けている。38 3

3 2011また以前には， 年間の事業期間で，参加・協働のまちづくり提案型補助金より

年度に 万 千円， 年度に 万 千円の補助をそれぞれ受けた実績がある。主103 7 2012 98 6
な目的は，地域資源の活用にかかわる自然と親しむ会や水路見学会の実行，環境林保全活

動の実施などである。

なお，地区組織の販売戦略検討委員会は，地区内に ヵ所の住民私設の直売施設運営4
の支援をしている。既設の直売施設が地区内にすでにある以上，地区組織の活動がそれを

圧迫すべきでないと考えており，地区組織直営の直販施設を設置する考えは現時点ではな

いとのことであった。

（７）取組の成果と課題

１）ＡＡ地区

地区の地区組織は，集落単位では実現困難である事業を行い 「場づくり」を実現AA ，

させてきた。その結果，広い範囲での住民の交流機会が増え，住民には地域活動に貢献し

ようという意識が高まっている。

他方，地区組織のメンバーの多くは ～ 歳で高齢者が多く，世代交代が進んでい65 70
ない。若い世代の参加を促すため，若い世代が親子で参加できるようなイベントを開催す

ることにも力を入れている。また活動の広がりをもたせるために，女性を地区組織の活動

に取り込んでいくことも課題である。

２）ＡＢ地区

地区では地区組織が住民アンケートを実施して，住民ニーズを顕在化させた。地区AB
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組織が主導して，取組内容に「優先順位」をつけてイベントや活動を実現化させた。地区

， 「 」 。組織はこのような活動を通じて 人々の想いを実現するための 場づくり を行ってきた

また地区組織は，様々な取組をまず地区組織が実践して，その中から集落ができること

は集落に任せるようにしてきた。このように，多様な地域活動を地区組織がすべきことと

集落がすべきことに「仕分ける」作業も，地区組織の重要な役割である。

また注目すべき取組として，日中は仕事がある現役世代でも参加できるよう，必要な会

議等を 時から開始する等の工夫を凝らしていることがある。このような工夫で，若い19
世代でも参加しやすくなり，持続可能な組織の構成になるようにしている。

他方，地区組織として 地区では多くの成果をあげているにもかかわらず，住民はまAB
だ地区組織をよく認知しているわけではない。このため，多くの住民に地区組織の存在や

役割を知ってもらい，住民の地区組織活動への参加率を高めることが課題である。また女

性の参加率が低く，地区組織活動への女性の参加率をいかに高めるかが課題だと考えてい

る。対策として，住民が広く参加できるイベントや活動を実践していきたいとしている。

またすでに高齢化のため冬期の除雪作業が困難となっている集落が徐々に増えてきてお

り， 地区の深刻な問題となりつつある。そのため，地区組織として，除雪問題にどのAB
ようにかかわれるか検討しているところである。

３．京都府の広域地域組織と支援施策

（１）広域地域組織支援施策の概要

１）府による地域組織支援

京都府「共に育む『命の里』事業 （以下，命の里事業）は過疎化・高齢化対策として」

実施される課題解決型の事業として， 年度にスタートした。2009
これに関連する取組として，命の里事業開始以前には ～ 年度に実施された2004 2007

「田舎暮らしのアクションプラン」があった。このプランは都市農村交流を通じて田舎暮

らしを促進することを目的とし，知事認定の田舎暮らしナビゲーターが空き家情報収集等

を行い，移住・定住をサポートするものである。こうした取組には移住希望者を呼び込む

効果はあるものの，点的な範囲にとどまる。そこで，過疎化が進む中で地域全体を支える

仕組みを構築するために 「骨太の対策」として命の里事業が開始されたのである。，

命の里事業のポイントは，おおよそ小学校区を単位とする高齢化集落を含めた複数集落

での「地域再生計画」の策定と，集落連携型地域組織である「地域連携組織」の設立を条

件にその活動を支援するところにある。 に示すように，事業の内容は，地域連携第4-2表

組織の事務局を担う「里の仕事人」と，農村起業等を実施する「里の仕掛人」の派遣をは

じめとして，生活・営農にかかる環境整備の助成，地域活力再生，ビジネス支援，地域見

守りといったソフト・ハードの両面にわたっている。
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命の里事業では， 地区当たりおおよそ 年間で終了するかたちをとっており，事業の1 3
終了によって里の仕事人も事務局担当から外れることになっている。このため事業終了後

は，地域連携組織が自立的に地域振興を図っていく必要がある。

２）府の広域地域組織支援の概要

以下，京都府の地域組織支援を，①人材派遣と人材育成，②生活・営農環境整備，③地

域活力再生，④ビジネス支援と地域見守りの４つのカテゴリーからそれぞれ概説する。

（ⅰ）人材派遣と人材育成

里の仕事人に就任するのは府職員 である。仕事人は，地域連携組織の事務局兼企画( )11

として活動する。専任の場合，里の仕事人の担当地区は基本的に 地区 となり，ハー3 ( )12

ド事業に係る補助金等の申請事務のほか，地域の自主性を引き出す役割も担っている。

他方，里の仕掛人にはマネージャータイプと社会企業タイプとがあり，前者は主に地元

住民が，後者は地域に新しい風を送り込むという趣旨から移住者がそれぞれ就任する。社

2009年度～13年度（5年間）　2.5億円（12年度）

50地区（予定）　※地域再生計画の策定地域

地域連携組織の設立・活動支援

里の仕事人・仕掛人派遣・地域リーダー人材育成

生活・営農環境整備 生活環境整備・農業生産基盤整備・営農基盤整備

地域活力再生 外部支援者活用，若手・女性グループの活動支援

ビジネス支援 ビジネス支援基金の創設，中間支援法人の設立

地域見守り 支援会議の設立，生活維持支援・集落再構築支援

実施地区・集落 38地区，351集落（カバー率：18.6％）

里の仕事人・仕掛人 仕事人：15人，仕掛人：6人
組織化範囲 小学校区 （1旧村：19地区　２旧村：５地区）

構成集落数 7集落 （最小2集落～最大19集落）

構成団体数 7団体 （最小2団体～最大16団体）

世帯数 399戸 （最小55戸～最大2,940戸）

人口 1,005人 （最小135人～最大7,526人）

高齢化率 34% （最小22％～最大61%）

農家戸数 180戸 （最小29戸～最大473戸）

経営耕地面積 111ha （最小18ha～最大293ha）

  5地区　集落道整備，鳥獣害対策，都市農村交流，農機導入

資料：京都府資料ならびに京都府・現地へのヒアリング，農業センサスより作成．

　注(1) 集落カバー率とは，府内の全集落（1,693集落）に占める事業実施集落の割合．

　　 (2) 組織化範囲が不明な地区が１か所ある．

　　 (3) 農家戸数と経営耕地面積は2010年農業センサスの数値で，総農家ベース．

組織設立
・人材育成

実施状況
(12年度)

  7地区　特産品開発

  6地区　施設改修，情報発信，イベント開催

第4-2表　京都府「共に育む『命の里』事業」と取組み地区の概要

主な
取組み
内容

(11年度)

実施地区と
主な取組内容

13地区　営農・生活用の水路の補修

12地区　先進地視察

  8地区　農道整備

事業
内容

(12年度)

事業年度・予算（12年度）

新規地区設定

地域
連携
組織

[平均像]
(11年度)
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組織が主導して，取組内容に「優先順位」をつけてイベントや活動を実現化させた。地区

， 「 」 。組織はこのような活動を通じて 人々の想いを実現するための 場づくり を行ってきた

また地区組織は，様々な取組をまず地区組織が実践して，その中から集落ができること

は集落に任せるようにしてきた。このように，多様な地域活動を地区組織がすべきことと

集落がすべきことに「仕分ける」作業も，地区組織の重要な役割である。

また注目すべき取組として，日中は仕事がある現役世代でも参加できるよう，必要な会

議等を 時から開始する等の工夫を凝らしていることがある。このような工夫で，若い19
世代でも参加しやすくなり，持続可能な組織の構成になるようにしている。

他方，地区組織として 地区では多くの成果をあげているにもかかわらず，住民はまAB
だ地区組織をよく認知しているわけではない。このため，多くの住民に地区組織の存在や

役割を知ってもらい，住民の地区組織活動への参加率を高めることが課題である。また女

性の参加率が低く，地区組織活動への女性の参加率をいかに高めるかが課題だと考えてい

る。対策として，住民が広く参加できるイベントや活動を実践していきたいとしている。

またすでに高齢化のため冬期の除雪作業が困難となっている集落が徐々に増えてきてお

り， 地区の深刻な問題となりつつある。そのため，地区組織として，除雪問題にどのAB
ようにかかわれるか検討しているところである。

３．京都府の広域地域組織と支援施策

（１）広域地域組織支援施策の概要

１）府による地域組織支援

京都府「共に育む『命の里』事業 （以下，命の里事業）は過疎化・高齢化対策として」

実施される課題解決型の事業として， 年度にスタートした。2009
これに関連する取組として，命の里事業開始以前には ～ 年度に実施された2004 2007

「田舎暮らしのアクションプラン」があった。このプランは都市農村交流を通じて田舎暮

らしを促進することを目的とし，知事認定の田舎暮らしナビゲーターが空き家情報収集等

を行い，移住・定住をサポートするものである。こうした取組には移住希望者を呼び込む

効果はあるものの，点的な範囲にとどまる。そこで，過疎化が進む中で地域全体を支える

仕組みを構築するために 「骨太の対策」として命の里事業が開始されたのである。，

命の里事業のポイントは，おおよそ小学校区を単位とする高齢化集落を含めた複数集落

での「地域再生計画」の策定と，集落連携型地域組織である「地域連携組織」の設立を条

件にその活動を支援するところにある。 に示すように，事業の内容は，地域連携第4-2表

組織の事務局を担う「里の仕事人」と，農村起業等を実施する「里の仕掛人」の派遣をは

じめとして，生活・営農にかかる環境整備の助成，地域活力再生，ビジネス支援，地域見

守りといったソフト・ハードの両面にわたっている。
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命の里事業では， 地区当たりおおよそ 年間で終了するかたちをとっており，事業の1 3
終了によって里の仕事人も事務局担当から外れることになっている。このため事業終了後

は，地域連携組織が自立的に地域振興を図っていく必要がある。

２）府の広域地域組織支援の概要

以下，京都府の地域組織支援を，①人材派遣と人材育成，②生活・営農環境整備，③地

域活力再生，④ビジネス支援と地域見守りの４つのカテゴリーからそれぞれ概説する。

（ⅰ）人材派遣と人材育成

里の仕事人に就任するのは府職員 である。仕事人は，地域連携組織の事務局兼企画( )11

として活動する。専任の場合，里の仕事人の担当地区は基本的に 地区 となり，ハー3 ( )12

ド事業に係る補助金等の申請事務のほか，地域の自主性を引き出す役割も担っている。

他方，里の仕掛人にはマネージャータイプと社会企業タイプとがあり，前者は主に地元

住民が，後者は地域に新しい風を送り込むという趣旨から移住者がそれぞれ就任する。社

2009年度～13年度（5年間）　2.5億円（12年度）

50地区（予定）　※地域再生計画の策定地域

地域連携組織の設立・活動支援

里の仕事人・仕掛人派遣・地域リーダー人材育成

生活・営農環境整備 生活環境整備・農業生産基盤整備・営農基盤整備

地域活力再生 外部支援者活用，若手・女性グループの活動支援

ビジネス支援 ビジネス支援基金の創設，中間支援法人の設立

地域見守り 支援会議の設立，生活維持支援・集落再構築支援

実施地区・集落 38地区，351集落（カバー率：18.6％）

里の仕事人・仕掛人 仕事人：15人，仕掛人：6人
組織化範囲 小学校区 （1旧村：19地区　２旧村：５地区）

構成集落数 7集落 （最小2集落～最大19集落）

構成団体数 7団体 （最小2団体～最大16団体）

世帯数 399戸 （最小55戸～最大2,940戸）

人口 1,005人 （最小135人～最大7,526人）

高齢化率 34% （最小22％～最大61%）

農家戸数 180戸 （最小29戸～最大473戸）

経営耕地面積 111ha （最小18ha～最大293ha）

  5地区　集落道整備，鳥獣害対策，都市農村交流，農機導入

資料：京都府資料ならびに京都府・現地へのヒアリング，農業センサスより作成．

　注(1) 集落カバー率とは，府内の全集落（1,693集落）に占める事業実施集落の割合．

　　 (2) 組織化範囲が不明な地区が１か所ある．

　　 (3) 農家戸数と経営耕地面積は2010年農業センサスの数値で，総農家ベース．

組織設立
・人材育成

実施状況
(12年度)

  7地区　特産品開発

  6地区　施設改修，情報発信，イベント開催

第4-2表　京都府「共に育む『命の里』事業」と取組み地区の概要

主な
取組み
内容

(11年度)

実施地区と
主な取組内容

13地区　営農・生活用の水路の補修

12地区　先進地視察

  8地区　農道整備

事業
内容

(12年度)

事業年度・予算（12年度）

新規地区設定

地域
連携
組織

[平均像]
(11年度)
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会企業タイプの里の仕掛け人は，府の移住・定住にかかわるサイトで公募され，書類選考

。 ，後に赴任先の地域との話し合いを経てから着任する 社会起業タイプの里の仕掛け人には

直売所を活用して農作物の販売マネジメントを行うケースや，和紙を使った活動をビジネ

スとして立ち上げるケースなどがあり，里の仕掛人は自分のスキルを生かして３年間の任

期中に様々な地域貢献を行うことが要請されている。

2011この他にも府では 地元の地域リーダー育成のため 人材育成研修 日帰り研修 を， ， （ ）

年度から実施している。受講対象者は，各地域から推薦された若手を対象としている。研

， 。修はワークショップ形式で行い 各自が課題を持ち寄って解決するスタイルをとっている

（ⅱ）生活・営農環境整備

生活基盤整備や営農基盤整備の事業は，地域再生計画に位置づけた上で，市町村を通し

て実施する。その事業内容は公民館や集落道の整備といった小規模の農業・農村整備事業

。 ， 。である 事業に必要な費用の 分の を県が補助し 残りの 分の は地元負担である3 2 3 1
そのうち実施地区の自己負担部分については，集落の自己資金を充当する他には，中山間

地域等直接支払制度の予算を充当するケースが多い。

（ⅲ）地域活力再生

地域活力再生にかかわる外部支援者の活用として，府内 大学の芸術系や建築系の大11
学生， ～ 人を活用したプロジェクトを実施している。このプロジェクトで学生は地40 50
域に長期期間滞在し，地域住民とともに創作活動を行う。府はプロジェクトにかかる旅費

や滞在費，物財費，燃料費などを助成している。

この他にも，命の里事業の実施地区で若手や女性が地域活性化の取組を行う場合に，府

は 地区当たり 万円（最大 地区）を助成し，若手・女性グループの諸活動を支援し1 20 5
ている。

（ⅳ）ビジネス支援と地域見守り

ビジネス支援では，都市住民や企業と農山村とをつなぐ 法人の中間組織が核となNPO
っている。 年 月に設立されたこの中間組織は，農村ツアーのコーディネートを行2012 9
ったり，地域資源の活用を提案したりするなど，都市と農村との懸け橋になる役割を担っ

ている。

地域見守りは， 歳以上が 以上を占める孤立集落かつ地域連携組織でカバーでき70 70%
， 。ない地域を対象に実施し 関係機関が協力して通院・買い物等をサポートする事業である

年で対象となる地域は 集落となっている。2012 2

（２）各組織形成の背景と契機

現地調査対象とした命の里事業に取り組んでいる 地区（ ， ）の地域概要は，2 KA KB
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。 ， （ ） 。第4-3表のとおりである なお 地区と 地区はともに旧村 明治合併村 であるKA KB
KA 5 3 NPO地区では 村づくり委員会 集落中 集落で委員会を組織 を基礎に会社や， （ ）

法人等を設立し，これまで地域活性化にかかわる取組を行ってきた。

他方， 地区では， 年に旧 村が隣市に編入された際，村長職を公民館長職KB 1957 KB
， ， 「 」に移管したことから 公民館を単位とし 地区内 集落の区長で構成された 合同会議8

が開始された。当時， 地区には「観光資源部会」や「運動部会」などの部会が存在しKB
ていたが，十分な活動はしていなかった。

そこでこの合同会議を， 年に「村づくり委員会」と改称して，地域活性化にかか1990
わる様々な活動を具体化する取組（山登りイベントや地域祭り等）が行われるようになっ

た。この村づくり委員会を基礎に， 地区の地域連携組織は 年に設立された。KB 2009

KA地区 KB地区

組織範囲 旧村（明治合併村） 旧村（明治合併村）

拠点施設 体験工房 基幹集落センター

構成集落
5集落＋7団体

（NPO法人，会社等）

8集落＋2団体

（NPO法人，地域塾）

世帯
人口

193世帯

521人
264世帯

687人

農家戸数 104戸 138戸

経営耕地面積 123ha 96ha

高齢化率 42％ 45％

設立経緯

1集落で取り組んでいた村づくり委員会を基礎

にNPO法人・会社等を設立．府事業を導入

し，地区全体に組織拡大．

公民館を単位とした村づくり委員会を母体に
地域連携組織を設立．

組織構成

・公園活用委員会
・古民家活用委員会
・体験工房，体験民宿活用委員会
・複数集落法人設立委員会

・各種委員会（企画部，体育部，定住促進，
農林振興，地域資源）
・特別委員会（小学校活用，自治会再編）

活動内容

・公園の活用（指定管理委託）
・古民家，体験工房の活用
・遊休農地の管理
・竹炭事業
・空き家調査
・散策道，水路等の補修・整備

・地域祭，運動会，登山ｲﾍﾞﾝﾄの開催
・定住支援（空き家調査，ｹﾞｽﾄﾊｳｽ整備）
・森林学習体験（小学生）
・地域資源ﾏｯﾌﾟの作成と地域ｳｫｰｸ
・遊休農地，小学校跡地利用の検討
・地域組織の見直し・検討

補助事業
事業費総額 約1,500万円（09～11年度）

（農道・水路補修，空き家修理等）

事業費総額 4,400万円（09～12年度）

（水路補修，農機導入，道路整備，
空き家補修等）

事業効果 広域的な意思決定の仕組みの構築 人材確保や事業受け皿，関係機関との連携

 資料：各広域的地域組織の提供資料およびヒアリング調査（2012年12月）より作成．
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会企業タイプの里の仕掛け人は，府の移住・定住にかかわるサイトで公募され，書類選考

。 ，後に赴任先の地域との話し合いを経てから着任する 社会起業タイプの里の仕掛け人には

直売所を活用して農作物の販売マネジメントを行うケースや，和紙を使った活動をビジネ

スとして立ち上げるケースなどがあり，里の仕掛人は自分のスキルを生かして３年間の任

期中に様々な地域貢献を行うことが要請されている。

2011この他にも府では 地元の地域リーダー育成のため 人材育成研修 日帰り研修 を， ， （ ）

年度から実施している。受講対象者は，各地域から推薦された若手を対象としている。研

， 。修はワークショップ形式で行い 各自が課題を持ち寄って解決するスタイルをとっている

（ⅱ）生活・営農環境整備

生活基盤整備や営農基盤整備の事業は，地域再生計画に位置づけた上で，市町村を通し

て実施する。その事業内容は公民館や集落道の整備といった小規模の農業・農村整備事業

。 ， 。である 事業に必要な費用の 分の を県が補助し 残りの 分の は地元負担である3 2 3 1
そのうち実施地区の自己負担部分については，集落の自己資金を充当する他には，中山間

地域等直接支払制度の予算を充当するケースが多い。

（ⅲ）地域活力再生

地域活力再生にかかわる外部支援者の活用として，府内 大学の芸術系や建築系の大11
学生， ～ 人を活用したプロジェクトを実施している。このプロジェクトで学生は地40 50
域に長期期間滞在し，地域住民とともに創作活動を行う。府はプロジェクトにかかる旅費

や滞在費，物財費，燃料費などを助成している。

この他にも，命の里事業の実施地区で若手や女性が地域活性化の取組を行う場合に，府

は 地区当たり 万円（最大 地区）を助成し，若手・女性グループの諸活動を支援し1 20 5
ている。

（ⅳ）ビジネス支援と地域見守り

ビジネス支援では，都市住民や企業と農山村とをつなぐ 法人の中間組織が核となNPO
っている。 年 月に設立されたこの中間組織は，農村ツアーのコーディネートを行2012 9
ったり，地域資源の活用を提案したりするなど，都市と農村との懸け橋になる役割を担っ

ている。

地域見守りは， 歳以上が 以上を占める孤立集落かつ地域連携組織でカバーでき70 70%
， 。ない地域を対象に実施し 関係機関が協力して通院・買い物等をサポートする事業である

年で対象となる地域は 集落となっている。2012 2

（２）各組織形成の背景と契機

現地調査対象とした命の里事業に取り組んでいる 地区（ ， ）の地域概要は，2 KA KB
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。 ， （ ） 。第4-3表のとおりである なお 地区と 地区はともに旧村 明治合併村 であるKA KB
KA 5 3 NPO地区では 村づくり委員会 集落中 集落で委員会を組織 を基礎に会社や， （ ）

法人等を設立し，これまで地域活性化にかかわる取組を行ってきた。

他方， 地区では， 年に旧 村が隣市に編入された際，村長職を公民館長職KB 1957 KB
， ， 「 」に移管したことから 公民館を単位とし 地区内 集落の区長で構成された 合同会議8

が開始された。当時， 地区には「観光資源部会」や「運動部会」などの部会が存在しKB
ていたが，十分な活動はしていなかった。

そこでこの合同会議を， 年に「村づくり委員会」と改称して，地域活性化にかか1990
わる様々な活動を具体化する取組（山登りイベントや地域祭り等）が行われるようになっ

た。この村づくり委員会を基礎に， 地区の地域連携組織は 年に設立された。KB 2009

KA地区 KB地区

組織範囲 旧村（明治合併村） 旧村（明治合併村）

拠点施設 体験工房 基幹集落センター

構成集落
5集落＋7団体

（NPO法人，会社等）

8集落＋2団体

（NPO法人，地域塾）

世帯
人口

193世帯

521人
264世帯

687人

農家戸数 104戸 138戸

経営耕地面積 123ha 96ha

高齢化率 42％ 45％

設立経緯

1集落で取り組んでいた村づくり委員会を基礎

にNPO法人・会社等を設立．府事業を導入

し，地区全体に組織拡大．

公民館を単位とした村づくり委員会を母体に
地域連携組織を設立．

組織構成

・公園活用委員会
・古民家活用委員会
・体験工房，体験民宿活用委員会
・複数集落法人設立委員会

・各種委員会（企画部，体育部，定住促進，
農林振興，地域資源）
・特別委員会（小学校活用，自治会再編）

活動内容

・公園の活用（指定管理委託）
・古民家，体験工房の活用
・遊休農地の管理
・竹炭事業
・空き家調査
・散策道，水路等の補修・整備

・地域祭，運動会，登山ｲﾍﾞﾝﾄの開催
・定住支援（空き家調査，ｹﾞｽﾄﾊｳｽ整備）
・森林学習体験（小学生）
・地域資源ﾏｯﾌﾟの作成と地域ｳｫｰｸ
・遊休農地，小学校跡地利用の検討
・地域組織の見直し・検討

補助事業
事業費総額 約1,500万円（09～11年度）

（農道・水路補修，空き家修理等）

事業費総額 4,400万円（09～12年度）

（水路補修，農機導入，道路整備，
空き家補修等）

事業効果 広域的な意思決定の仕組みの構築 人材確保や事業受け皿，関係機関との連携

 資料：各広域的地域組織の提供資料およびヒアリング調査（2012年12月）より作成．
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（３）組織概要

１）ＫＡ地区

地区は，京都府北部 市に所在する。前掲 のように，地区は旧村（明治KA KP 第4-3表

） 。 ， 。合併村 単位の 集落で構成されている 地区内の戸数は 戸 人口は 人である5 193 521
また農家戸数は 戸，経営耕地面積は である。104 123ha

地区の地域連携組織は，会社や 法人を含めた関係 団体と 集落で構成されKA NPO 7 5
ている。地域連携組織は施設管理・活用を中心に専門委員会を設け，それぞれの委員会で

は各集落，各構成団体から最低 名が出て議論している。1
。 ， ，会議の開催頻度は月 ～ 回程度である 実際の活動は 前述した 法人や会社が1 2 NPO

会議での議論を基に出された活動方針にしたがって行っている。なお，里の仕事人は，会

議資料の作成や事務申請作業，施設活用にかかるアイディア出しなどの後方支援を担い，

里の仕掛人は施設活用にかかる計画づくりや地域資源を活用した農村ビジネスに取り組ん

でいる。

２）ＫＢ地区

地区は京都府北西部の 市の中山間地域に所在する。戸数は 戸（うち農家戸KB KQ 264
数 戸 ，人口は 人，経営耕地面積は である（前掲 。 地区の地138 687 96ha KB） ）第4-3表

域連携組織は， 集落と関係 団体（ 法人，地域塾）で構成されている。8 2 NPO
地域連携組織は５つの村づくり委員会と，２つの特別委員会で構成されており，それぞ

れの委員は組織を構成する集落の規模に応じて人選されている。特別委員会は広域的課題

KBに対処するために設けられており 各集落のほか 関係団体から委員が選ばれている， ， 。

地区では，以上のような各種委員会が実質的な活動を担い，地域連携組織自体は全体の調

整や意志決定を行う。

組織の事務局となる里の仕事人の業務は，各委員会への出席をはじめ，イベント参加，

NPO書類作成 行政上・法務上の助言を行うなど 非常に幅が広い また 里の仕掛人は， ， 。 ，

法人に雇用されており，地域活性化にかかわる様々な取組を行っている。

（４）活動内容

１）ＫＡ地区

地域再生計画を作成するに当たり， 地区では地域全体にアンケートをとってニーズKA
を把握することから始めた。そのニーズを集約化したものを現在の活動につなげており，

， ， ， ，公園や古民家 体験工房といった施設の管理・活用をはじめ 遊休農地の管理 竹炭事業

空き家調査，農道・散策道・水路の整備・補修等に取り組んでいる。

地域連携組織による多様な活動の中心となっているのが施設管理・活用である。公園に
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関しては，地域連携組織の構成団体である 法人が指定管理を受けている。NPO
地区に 軒ある古民家は，別の地域から 地区に移築されたまま放置されていたKA 3 KA

ため，都市農村交流や体験事業の拠点施設としての活用が計画されている。しかしこれを

宿泊施設にする場合，所要の手続きが必要となることから，里の仕事人を通じて制度面の

情報収集を行うとともに，行政に要望を出している。

体験工房は民家を，県事業を利用して改修したものである。主に京阪神からの企業や家

族連れが，体験活動，食事（自炊も可能 ，休憩等で利用している。）

以上のような施設管理業務を核にして，今後は遊休農地の管理 や農道，散策道の整( )13

備・補修等の活動にも力を入れていく予定である。

２）ＫＢ地区

地区の地域連携組織の活動は，各種委員会が主体となって行われている。村づくりKB
委員会における「企画部」は地域祭りや登山イベント等を 「運動部」は地区運動会やス，

ポーツ大会，定住促進は空き家調査や移住者受け入れを，農林振興として森林学習体験，

地域資源は地域資源マップの作成を実施している。

特別委員会における小学校活用では，廃校となった学校跡地の利用を議論しており，自

治会再編では旧村単位を越えた諸課題への対処が話し合われている。

地区の地域連携組織は，旧村内にある集落営農組織や中山間地域等直接支払制度のKB
， 。集落協定組織 農地・水保全管理支払交付金の活動組織それぞれと連携・協力関係にある

， ，集落営農組織に対しては 農業機械の購入費用として府から受けた助成金を充当しており

「農地・水」の活動組織に対しては，地域連携組織が花木をあっせんしている。この他，

鳥獣害対策や遊休農地の活用での関係組織との協力を模索しているところである。

地区では， ターン者がこの 年間で 世帯にも上っているが，これまでは個別KB I 20 26
に受け入れ対応等をしてきたという。しかし今後は組織として ターン者を受け入れるたI
め，短期滞在用のゲストハウスの整備や空き家等の整備を進めている。

（５）外部主体による支援

KA NPO 2008 8地区では 空き家や遊休農地 独居老人の調査は 法人 年設立 役員， ， ， （ ，

名）が行っている。高齢者世帯のニーズを把握し，地域資源の有効活用を図ることを目的

としており，今後はこうした活動を基礎に田舎体験や自然素材を生かした商品開発等に取

り組む予定となっている。

また 地区で実施している竹炭事業は定年退職者の「生きがいづくり」として開始さKA
れた。この事業は 年に設立した有限会社（構成員 名）が担っている。同社は地域2003 6
に自生する孟宗竹を竹炭にし，それを粉砕したものを地区内の農家に提供している。
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（３）組織概要
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） 。 ， 。合併村 単位の 集落で構成されている 地区内の戸数は 戸 人口は 人である5 193 521
また農家戸数は 戸，経営耕地面積は である。104 123ha
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。 ， ，会議の開催頻度は月 ～ 回程度である 実際の活動は 前述した 法人や会社が1 2 NPO

会議での議論を基に出された活動方針にしたがって行っている。なお，里の仕事人は，会

議資料の作成や事務申請作業，施設活用にかかるアイディア出しなどの後方支援を担い，

里の仕掛人は施設活用にかかる計画づくりや地域資源を活用した農村ビジネスに取り組ん

でいる。

２）ＫＢ地区

地区は京都府北西部の 市の中山間地域に所在する。戸数は 戸（うち農家戸KB KQ 264
数 戸 ，人口は 人，経営耕地面積は である（前掲 。 地区の地138 687 96ha KB） ）第4-3表

域連携組織は， 集落と関係 団体（ 法人，地域塾）で構成されている。8 2 NPO
地域連携組織は５つの村づくり委員会と，２つの特別委員会で構成されており，それぞ

れの委員は組織を構成する集落の規模に応じて人選されている。特別委員会は広域的課題

KBに対処するために設けられており 各集落のほか 関係団体から委員が選ばれている， ， 。

地区では，以上のような各種委員会が実質的な活動を担い，地域連携組織自体は全体の調

整や意志決定を行う。

組織の事務局となる里の仕事人の業務は，各委員会への出席をはじめ，イベント参加，

NPO書類作成 行政上・法務上の助言を行うなど 非常に幅が広い また 里の仕掛人は， ， 。 ，

法人に雇用されており，地域活性化にかかわる様々な取組を行っている。

（４）活動内容

１）ＫＡ地区

地域再生計画を作成するに当たり， 地区では地域全体にアンケートをとってニーズKA
を把握することから始めた。そのニーズを集約化したものを現在の活動につなげており，

， ， ， ，公園や古民家 体験工房といった施設の管理・活用をはじめ 遊休農地の管理 竹炭事業

空き家調査，農道・散策道・水路の整備・補修等に取り組んでいる。

地域連携組織による多様な活動の中心となっているのが施設管理・活用である。公園に

- 77 -
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（６）活動資金

地域連携組織と収入源は主に会費であるが，ハード事業などの資金は主に府の補助事業

KA 2009 11による支援を受けている 地区では 農道や水路の補修 空き家の修理等で ～。 ， ，

， 。 ， ，年度にかけて 総額で約 万円の事業を実施している また 地区では 水路補修1,500 KB
農機導入，道路整備，空き家の補修等で ～ 年度にかけて総額で約 万円の2009 12 4,400
事業を実施している。

（７）取組の成果と課題

１）ＫＡ地区

地区の地域連携組織の成果としては，第 に問題意識を醸成し，議論する場ができKA 1
たことがあげられる。それ以前は，高齢化が進む中で集落バラバラの要望が出てくるのみ

で，集落自らが地域振興について具体的に提案することは少なかった。しかし地域連携組

織の設立以降は， 集落での話し合いが行われるようになり，前述したような様々な活動5
が動き始めた。

第 に，意思決定の方法が集落内の積み上げ方式から集落を越える範囲での決定方式2
に変化したことがあげられる。広範囲で議論を行うことは，将来的な地域リーダーを確保

・育成するうえで有効に働く。人づくりという点でも地域連携組織の存在は大きいと言え

るだろう。

２）ＫＢ地区

地区の地域連携組織の成果として，第 に人材の活用と地域資源利用の活発化が促KB 1
。 ， ，されたことがある 地域連携組織では 各種委員会の委員を関係集落から広く集めており

， 。地域資源に関してはマップを作成し その価値を組織内外に周知させる活動を進めている

第 に，地域連携組織は外部的には広域的な地域組織が各種事業や人材の受け皿とな2
り，それが経済的基盤の充実や将来的な人材の確保・育成につながっていることがあげら

れる。 地区の地域連携組織は，組織自らの収入源である会費だけでなく，府市等からKB
の事業費や助成金も活用し，組織としての活動を継続させており，また ターン者が組織I
活動の一員となるよう定住支援を行っている。

第 に，農村内外の関係組織・団体との連携・協力体制をとりやすいことも地域連携3
組織を設立することの利点となっている。 地内にある集落営農組織や農地・水保全管KB
理支払交付金の活動組織との連携も図られており，助成金等の有効活用を図っている。

３）課題

両地区とも，今後は命の里事業の終了をにらんで，地域連携組織が自立的に地域を振興

していく必要がある。そのためにも，幅広いサポートをしている里の仕事人に代わる事務
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局体制を整備するとともに，地域を牽引するリーダー層を確保・育成していくことが重要

であろう。

４．山口県の広域地域組織と支援施策

（１）広域地域組織支援施策の概要

１）県による広域地域組織支援開始の経緯

山口県では平成の市町村合併によって，県内の中山間地域が相対的に新市の周辺地域に

位置することになった。このことが県として中山間地域の振興対策に取り組む契機となっ

た。地域組織形成支援は，その政策の一環として取り組むことになった。

県は 年に「山口県中山間地域づくりビジョン」を策定した。このビジョンにおい2006
て 「新たな地域コミュニティ組織づくりプロジェクト」が示され，住民のアイディアを，

活かした「地域の夢プラン （地域の将来計画）を作成するとともに，実践活動を通じ住」

民の自主的・主体的な「住民自治」を進めるとした。

この「新たな地域コミュニティ組織」を山口県では「手づくり自治区 」と呼称し，( )14

中山間地域における住民の自立化を推進・支援する政策は中山間地域政策の中核となっ

た。

２）県の地域組織支援事業の概略

山口県では手づくり自治区の取組等を支援するため，様々な事業を実施している。その

うち，中山間地域づくり推進課が所管する事業には，以下の様な事業がある 。( )15

「中山間地域元気創出総合支援事業（事業費 万円 」は中山間地域における様々1,120 ）

な課題の解決に向けて意欲的に取り組む地域や市町を支援することにより，自立的・持続

的な地域運営と中山間地域の活性化を目的とする事業である。本事業は「人材育成（中山

間地域リーダー養成講座開催 「集落支援（アドバイザー派遣，大学生等や県職員の支）」，

援 「情報発信」の３つの柱で構成されている。）」，

「中山間地域づくりコーディネート事業（事業費 万円 」は，人口減少や高齢化の800 ）

進行により，様々な課題を抱える中山間地域の再生・活性化を図るため，現地における助

言や実践活動を支援するコーディネート体制を整備し，地域の主体的な取組を促進するこ

とを目的とする事業である。その主な内容は「中山間地域づくりコーディネーター制度」

の創設と「地域づくり支援員（県民局の地域振興担当職員 」の設置である。）

「中山間地域づくり総合支援事業（事業費 万円 」は中山間地域の地域づくり活10,000 ）

動を促進し，地域の課題解決や夢プラン実現に向けた取組をハードとソフトから支援する

事業である。
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山口県では平成の市町村合併によって，県内の中山間地域が相対的に新市の周辺地域に

位置することになった。このことが県として中山間地域の振興対策に取り組む契機となっ

た。地域組織形成支援は，その政策の一環として取り組むことになった。
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て 「新たな地域コミュニティ組織づくりプロジェクト」が示され，住民のアイディアを，

活かした「地域の夢プラン （地域の将来計画）を作成するとともに，実践活動を通じ住」

民の自主的・主体的な「住民自治」を進めるとした。

この「新たな地域コミュニティ組織」を山口県では「手づくり自治区 」と呼称し，( )14
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間地域リーダー養成講座開催 「集落支援（アドバイザー派遣，大学生等や県職員の支）」，

援 「情報発信」の３つの柱で構成されている。）」，

「中山間地域づくりコーディネート事業（事業費 万円 」は，人口減少や高齢化の800 ）
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事業である。
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３）県と市町の役割分担

「山口県中山間地域づくりビジョン」では，中山間地域づくりを支援する県と市町との

役割分担が明確化されており，県と市町は地域づくり推進におけるパートナーとして互い

を位置づけている。

市町の役割は「地域と協働して主体的に地域づくり」の推進である。具体的には，地域

づくりを進める住民を支援する窓口等の体制を整備し，関係団体や民間事業者，周辺市町

や県等との連携や協働を図りながら，地域活性化策を主体的に実施する。

県の主な役割は地域づくりのコーディネーターとしての機能である。具体的には市町を

支援するための 地域づくりのモデル創出 や 地域づくりの専門家を現場に派遣する 専「 」 ， 「

門的分野の支援」などである。

（２）各組織形成の背景・契機

聞き取りを行った 地区（ ， ）の地域概要は のとおりである。 地区2 YA YB YA第4-4表

YA地区 YB地区

組織範囲
小学校区

〈明治合併村〉
旧小学校区
〈藩政村〉

拠点施設
ふれあいセンター

（市出張所）
公民館（市支所）

〈休校中の小学校へ移転予定〉

構成集落 20集落 13集落+16団体

世帯
人口

349世帯

848人
188世帯

404人

農家戸数 187戸〈販売150戸〉 76戸〈販売45戸〉

経営耕地面積 170ha〈水田率92.0％〉 29.2ha〈水田率87.7％〉

高齢化率 44% 50%

設立経緯
市町村合併による新市の政策・方針に従っ
て地域組織設立に住民が動いた。県のモデ
ル事業にも選定された

1980年代に住民が自主的に設立し，活動を

実践していた。その後，県や市の勧めで，夢
プランを策定した

組織構成

・事務局
・夢ほたる部会
・トンネル部会
・グリーンツーリズム部会

・事務局
・広報部
・交流部
・経済部
・互助部

活動内容

・ほたるまつりや芋煮えまつりの実施
・廃線跡のトンネル整備
体験農園，農業体験の実施
・桜の苗木の植樹，コスモスの栽培

・ほたるまつりの実施
・芝桜まつりの実施（関係団体主催）
・手づくり弁当の製造・販売（予定）
・便利屋，ミニデイサービスの実施
・移住希望者向けの宿泊施設の運営

補助事業
県の農林関係事業：事業費2,500千円（単

年）

総務省「過疎集落と自立再生対策事業補助
金」10,000千円（予定）

事業効果 廃線跡のトンネル整備
農産物加工・販売事業，高齢者の生活支援
事業，交流・移住促進事業，情報発信事業

 資料：各地域組織の提供資料および現地調査（2014年5月）より作成．
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YBはかつての明治合併村で２つの大字から構成されており 小学校区を範囲としている， 。

地区は江戸時代に誕生したかつての藩政村で，小学校区を範囲としていたが，小学校は

年に休校となった。2011

１）ＹＡ地区

地区は，市町村合併を契機として地域組織作りに取り組むこととなった。県の中山YA
間地域づくり事業のモデル事業に選定されており，地域コミュニティづくりを積極的に進

めていた市役所からも支援を得て， 年に地域組織が発足した。 地区では新たな2009 YA
地域組織の設立に当たり，住民アンケートや住民集会などで説明会を開催するなど，地域

組織設立について住民への周知を徹底して図るとともに，住民の希望や要望を地域の将来

計画（夢プラン）作成に反映する事を重視したという特徴がある。

２）ＹＢ地区

YB 1980地区は，地域組織としての活動実績がかなり積まれた広域地域組織であり，

年代に有志の住民らによって，自発的に設立されて，現在に至っている。 地区では，YB
県や市による勧めによって新たに地域の将来計画を策定するにあたっては，全集落の代表

者らからなる協議会を設立して計画を作成し，全住民を対象とする説明会を開催したとい

う経緯がある。

（３）組織概要

１）ＹＡ地区

地区の手づくり自治区には，事務局と「夢ほたる部会 「トンネル部会 「グリーYA 」， 」，

ンツーリズム部会」の３つの部会がある。また手づくり自治区には，農協の女性部，小学

， ， 。校の 交通安全協会 各種クラブなど地区内にある他組織との連携が図られているPTA
特に地域のイベント開催などでは，手づくり自治区が中心となって，他組織との連携が図

られる。

地区の手づくり自治区の会員数は 名で，うち役員は 名である。規約で会員はYA 32 9
住民もしくは 地区を愛する者とされており，会員の一部は公募で選ばれた者である。YA
また会員以外に，市役所職員（含む集落支援員） 名がメンバーとして活動に参加してい9
る。なお 地区には 集落あるが，会員を輩出している集落は 集落で，現時点で地YA 20 7
区の全集落の住民が会員や部会員として活動に参画しているわけではない。

２）ＹＢ地区

地区の手づくり自治区は， 地区のすべての住民が会員であり，年 回開催するYB YB 1
， 「 」 。手づくり自治区の総会は 住民全員が参加する 住民集会 という位置づけになっている

手づくり自治区の組織には，事務局と部（会）組織として「交流部 「互助部 「経」， 」，
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３）県と市町の役割分担

「山口県中山間地域づくりビジョン」では，中山間地域づくりを支援する県と市町との

役割分担が明確化されており，県と市町は地域づくり推進におけるパートナーとして互い

を位置づけている。

市町の役割は「地域と協働して主体的に地域づくり」の推進である。具体的には，地域

づくりを進める住民を支援する窓口等の体制を整備し，関係団体や民間事業者，周辺市町

や県等との連携や協働を図りながら，地域活性化策を主体的に実施する。

県の主な役割は地域づくりのコーディネーターとしての機能である。具体的には市町を

支援するための 地域づくりのモデル創出 や 地域づくりの専門家を現場に派遣する 専「 」 ， 「

門的分野の支援」などである。

（２）各組織形成の背景・契機

聞き取りを行った 地区（ ， ）の地域概要は のとおりである。 地区2 YA YB YA第4-4表

YA地区 YB地区

組織範囲
小学校区

〈明治合併村〉
旧小学校区
〈藩政村〉

拠点施設
ふれあいセンター

（市出張所）
公民館（市支所）

〈休校中の小学校へ移転予定〉

構成集落 20集落 13集落+16団体

世帯
人口

349世帯

848人
188世帯

404人

農家戸数 187戸〈販売150戸〉 76戸〈販売45戸〉

経営耕地面積 170ha〈水田率92.0％〉 29.2ha〈水田率87.7％〉

高齢化率 44% 50%

設立経緯
市町村合併による新市の政策・方針に従っ
て地域組織設立に住民が動いた。県のモデ
ル事業にも選定された

1980年代に住民が自主的に設立し，活動を

実践していた。その後，県や市の勧めで，夢
プランを策定した

組織構成

・事務局
・夢ほたる部会
・トンネル部会
・グリーンツーリズム部会

・事務局
・広報部
・交流部
・経済部
・互助部

活動内容

・ほたるまつりや芋煮えまつりの実施
・廃線跡のトンネル整備
体験農園，農業体験の実施
・桜の苗木の植樹，コスモスの栽培

・ほたるまつりの実施
・芝桜まつりの実施（関係団体主催）
・手づくり弁当の製造・販売（予定）
・便利屋，ミニデイサービスの実施
・移住希望者向けの宿泊施設の運営

補助事業
県の農林関係事業：事業費2,500千円（単

年）

総務省「過疎集落と自立再生対策事業補助
金」10,000千円（予定）

事業効果 廃線跡のトンネル整備
農産物加工・販売事業，高齢者の生活支援
事業，交流・移住促進事業，情報発信事業

 資料：各地域組織の提供資料および現地調査（2014年5月）より作成．
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YBはかつての明治合併村で２つの大字から構成されており 小学校区を範囲としている， 。

地区は江戸時代に誕生したかつての藩政村で，小学校区を範囲としていたが，小学校は

年に休校となった。2011

１）ＹＡ地区

地区は，市町村合併を契機として地域組織作りに取り組むこととなった。県の中山YA
間地域づくり事業のモデル事業に選定されており，地域コミュニティづくりを積極的に進

めていた市役所からも支援を得て， 年に地域組織が発足した。 地区では新たな2009 YA
地域組織の設立に当たり，住民アンケートや住民集会などで説明会を開催するなど，地域

組織設立について住民への周知を徹底して図るとともに，住民の希望や要望を地域の将来

計画（夢プラン）作成に反映する事を重視したという特徴がある。

２）ＹＢ地区

YB 1980地区は，地域組織としての活動実績がかなり積まれた広域地域組織であり，

年代に有志の住民らによって，自発的に設立されて，現在に至っている。 地区では，YB
県や市による勧めによって新たに地域の将来計画を策定するにあたっては，全集落の代表

者らからなる協議会を設立して計画を作成し，全住民を対象とする説明会を開催したとい

う経緯がある。

（３）組織概要

１）ＹＡ地区

地区の手づくり自治区には，事務局と「夢ほたる部会 「トンネル部会 「グリーYA 」， 」，

ンツーリズム部会」の３つの部会がある。また手づくり自治区には，農協の女性部，小学

， ， 。校の 交通安全協会 各種クラブなど地区内にある他組織との連携が図られているPTA
特に地域のイベント開催などでは，手づくり自治区が中心となって，他組織との連携が図

られる。

地区の手づくり自治区の会員数は 名で，うち役員は 名である。規約で会員はYA 32 9
住民もしくは 地区を愛する者とされており，会員の一部は公募で選ばれた者である。YA
また会員以外に，市役所職員（含む集落支援員） 名がメンバーとして活動に参加してい9
る。なお 地区には 集落あるが，会員を輩出している集落は 集落で，現時点で地YA 20 7
区の全集落の住民が会員や部会員として活動に参画しているわけではない。

２）ＹＢ地区

地区の手づくり自治区は， 地区のすべての住民が会員であり，年 回開催するYB YB 1
， 「 」 。手づくり自治区の総会は 住民全員が参加する 住民集会 という位置づけになっている

手づくり自治区の組織には，事務局と部（会）組織として「交流部 「互助部 「経」， 」，
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済部」がそれぞれ設置されている。手づくり自治区の役員数は約 名で，部会員は合計10
で延べ 名程度である。60

なお 地区では 「地域づくり支援員」 名が任務についており，手づくり自治区のYB 1，

事務局作業を含めて，あらゆる活動に参加しており，地域組織の活動を支援している。

（４）活動内容

１）ＹＡ地区

地区では 「ほたる部会」の取組として 「ほたるまつり」や「芋煮えまつり」の開YA ， ，

催などの交流イベント関係 「トンネル部会」が地域資源である廃線跡の整備 「グリー， ，

ンツーリズム部会」が体験農園や農業体験を実施している。

地区の「トンネル部会」の取組として，県の農業関係事業を利用して，地区に残っYA
ているかつての鉄道廃線跡地を整備した。廃線跡に残るトンネルの整備や，桜の苗木を植

えるなどして，地域資源である廃線跡の利活用を図る活動を展開している。

また 地区の農協支所の購買店舗跡地を利用し，有志の住民グループが農産物直売所YA
を設置しており，手づくり自治区とも連携している。直売所グループの住民の中には，手

づくり自治区の会員もいる。

２）ＹＢ地区

地区では 「交流部」の取組として，開催している「ほたるまつり」の他，部会でYB ，

はないが，地区の 集落が中心となって組織している有志のクラブが，毎年芝桜まつり1
を開催している。この芝桜まつりは，テレビやインターネットで取り上げられたことで，

県内外から約 万人もの人が集まる大イベントとなっている。4
また「交流部」の取組として，定住促進を図る市の事業で登録している，空き家情報の

紹介や地区での生活の支援員として部員 名が登録されており，地区への移住希望者へ4
の対応等を行っている。また地区内の空き家 軒を改装し，移住希望者が最長 週間ま1 2
で借りられる宿泊施設を整備し，移住希望者が田舎暮らしを体験できるようになった。

「経済部」では，地区の農産物を利用した「手づくり弁当」の製造と販売を目指してい

る。聞き取り時には，弁当を製造する建物の改装と整備を，市の補助事業を使って実施す

るところであった。弁当はすでに試作済みで，地区内の会合で試食してもらっており，実

現に向けた準備を着実に進めている。この他，それぞれ地区内の山や川，滝などの地域資

源の利活用を図るため，登山や観光の利便性を向上させるため，周辺環境の美化や道路の

整備などを実施している。

「互助部」では，独居老人世帯を対象とする「便利屋」のサービスを実施している他，

交通弱者の足となるオンデマンド交通の導入に向けた取組も実施している。また高齢者を

対象とする交流サロン（ミニデイサービス）も実施している。

- 83 -

（５）外部主体による支援

地区では，県の「中山間地域元気創出総合支援事業」を利用して，地元の大学が地YA
域組織の活動を支援した。具体的には，手づくり自治区が主催するイベントや取組に，大

1 37学生らが参加して支援することであった。なお大学生の参加者数は 年間の延べ数で

人であった。

（６）活動資金

１）ＹＡ地区

地区の手づくり自治区の 年度当初予算は 万 千円であったが，既述したトYA 2013 61 2
ンネル整備への助成金 万円が加わり，同年度の決算額は 万円に膨らんだ。市の250 338
助成金は 万円である。その他の収入源は，イベントの販売売上 万円， 市から作業5 17 P
委託されたゲートボール場の草刈り料金 万 千円などである。助成金を除いた収入を2 3
合計すると約 万円であった。32

支出面は，トンネルの事業費を除くと，ほたるまつり，麦の栽培，コスモスなどの事業

費が約 万円，視察研修費が 万円，事務費が 万円となっており，トンネル事業費を5 5 2
除く支出は合計すると約 万円であった。12

２）ＹＢ地区

YB 2013 YB 1地区の手づくり自治区の 年度決算によれば 収入は 地区のほぼ全戸から，

， ，戸当たり年 円を徴収している会費が約 万円 市からの補助金や助成金が約 万円500 8 60
ほたる祭などイベントや便利屋，交流サロンの各取組から得られる収入が約 万円，寄64
付金や公民館清掃作業の委託などで約 万円の収入があり，前年度繰越金を合わせると54
年間収入は約 万円である。190

なお， 地区の手づくり自治区は総務省の「過疎集落と自立再生対策事業補助金」にYB
採択された。この結果， 年 月に 万円が交付される予定で，主な使途は夢プ2014 6 1,000
ランにかかわる事業（農産物加工・販売事業，高齢者の生活支援事業，交流・移住促進事

業，情報発信事業）となっている。

（７）取組の成果と課題

１）ＹＡ地区

地区では，手づくり自治区の取組として，廃線跡とそのトンネルという地域資源をYA
新たに「発見」したこと，そしてそれをトンネル部会の手で整備したことは大きな成果で

ある。また「ほたるまつり」は多数の観光客を集めるなど，地域活性化に寄与した取組と

なった。なおほたるまつりでは，市交通局の協力を得て，市街部と 地区のまつり会場YA
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済部」がそれぞれ設置されている。手づくり自治区の役員数は約 名で，部会員は合計10
で延べ 名程度である。60

なお 地区では 「地域づくり支援員」 名が任務についており，手づくり自治区のYB 1，

事務局作業を含めて，あらゆる活動に参加しており，地域組織の活動を支援している。
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（５）外部主体による支援
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ンネル整備への助成金 万円が加わり，同年度の決算額は 万円に膨らんだ。市の250 338
助成金は 万円である。その他の収入源は，イベントの販売売上 万円， 市から作業5 17 P
委託されたゲートボール場の草刈り料金 万 千円などである。助成金を除いた収入を2 3
合計すると約 万円であった。32

支出面は，トンネルの事業費を除くと，ほたるまつり，麦の栽培，コスモスなどの事業

費が約 万円，視察研修費が 万円，事務費が 万円となっており，トンネル事業費を5 5 2
除く支出は合計すると約 万円であった。12

２）ＹＢ地区

YB 2013 YB 1地区の手づくり自治区の 年度決算によれば 収入は 地区のほぼ全戸から，

， ，戸当たり年 円を徴収している会費が約 万円 市からの補助金や助成金が約 万円500 8 60
ほたる祭などイベントや便利屋，交流サロンの各取組から得られる収入が約 万円，寄64
付金や公民館清掃作業の委託などで約 万円の収入があり，前年度繰越金を合わせると54
年間収入は約 万円である。190

なお， 地区の手づくり自治区は総務省の「過疎集落と自立再生対策事業補助金」にYB
採択された。この結果， 年 月に 万円が交付される予定で，主な使途は夢プ2014 6 1,000
ランにかかわる事業（農産物加工・販売事業，高齢者の生活支援事業，交流・移住促進事

業，情報発信事業）となっている。

（７）取組の成果と課題

１）ＹＡ地区

地区では，手づくり自治区の取組として，廃線跡とそのトンネルという地域資源をYA
新たに「発見」したこと，そしてそれをトンネル部会の手で整備したことは大きな成果で

ある。また「ほたるまつり」は多数の観光客を集めるなど，地域活性化に寄与した取組と

なった。なおほたるまつりでは，市交通局の協力を得て，市街部と 地区のまつり会場YA
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間で観光客のバス輸送を行っている。

地域資源の発見と再生を成し遂げた 地区の手づくり自治区だが，今後は整備したトYA
ンネルの活用をいかに図るのかが課題となっている。今のところ，イベントなどでの活用

案が出されているところである。

２）ＹＢ地区

地区では手づくり自治区の設立は 年代であり，すでに長期の活動実績を積んYB 1980
できた地域組織である。その活動内容は多岐にわたっており，各事業はそれぞれ黒字もし

くは収支均衡を達成しており，地域組織としての活動内容の水準は非常に高い。また全住

民が会員として参加するなど，地域組織としての住民の認知度も高く，市や県の支援も相

まって，高い成果をあげていると評価できる。

今後の課題としては，新たに開始する取組，特に手づくり弁当の製造と販売を成功させ

。 ， ， ，ることがある 弁当の製造販売には 多数のハードル 例えば原材料となる農産物の確保

あるいは食品を扱うための安全基準のクリアーも課題の１つである。

５．地方自治体主導型広域地域組織の考察

以下では第 章で整理・指摘された広域地域組織を巡る３つの論点，すなわち①広域3
地域組織の組織形態，②広域地域組織の活動内容，③広域地域組織を担う人材の確保・育

成に即して，本章で取り上げた 事例をまとめて考察したい（ 。6 第4-5表）

第 に組織形態である。 府県の事例はいずれも「部会制・委員会制」の組織形態をと1 3

組織形態 活動内容
人材確保・育成

（地方自治体の支援）

AA地区 総会+2部会
イベント開催
地域資源整備・管理

市役所職員の支援

AB地区
集落代表者会議
+3委員会

イベント開催
地域資源整備・管理
私設直売所との連携

市役所職員の支援
現役世代の参加に配慮して，夜間に会合開催

KA地区 4委員会
地域施設の管理・運営
経済事業

KB地区
5通常委員会

+2特別委員会

イベント開催
定住支援
地域資源整備・管理

YA地区 事務局+3部会
イベント開催
地域資源整備・管理

市役所職員，
集落支援員の支援
県事業による大学との協働

YB地区 事務局+4部会
イベント開催
地域資源整備・管理
ｿｰｼｬﾙ・ﾋﾞｼﾞﾈｽの取組

地域おこし協力隊員の支援
県事業によるｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ派遣

資料：各広域地域組織作成資料と聞き取りに基づき筆者作成．

秋
田
県

京
都
府

山
口
県

府の命の里事業による「里の仕事人」で府職員，
「里の仕掛け人」で外部人材の派遣・支援

第4-5表　広域地域組織をめぐる論点に関する６事例の現況
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っており，イベント・地域おこし，福祉活動など機能別に組織が編成されている。広域地

域組織は，集落の活動の対象外となっている領域，例えば，イベントの開催や集落ではボ

， 。 ， ，ランティア活動など 集落が単独で実施できない活動が中心である 実際 山口県の場合

県が作成した「ビジョン」において，広域地域組織の設立によって，それが既存集落に取

って代わるのではなく，両者の役割が違っていることも明記されている。

本章で取り上げた各広域地域組織による集落間連携（再編）のパターンは，いずれも福

与（ ）の指摘する「連合型再編」であり，集落と広域地域組織の役割と機能は明確2011
に区別できる。しかし，広域地域組織の諸活動が小規模高齢化集落への「配慮」に重点を

おかざるを得なくなりつつある地区もみられる（山口県 地区 。集落機能が維持できYB ）

， ，ない小規模高齢化集落が今後増加することが避けがたいとすれば その対応の１つとして

集落と広域地域組織の「融合」が加速する可能性はある。

第 に活動内容である。地方自治体主導型広域地域組織の主要な活動内容は，広域的2
イベントの開催や地域資源の活用・管理などであった。一部の広域地域組織では経済事業

に取り組む事例（京都府 地区，山口県 地区）もみられるが，いずれも経済事業でKA YB
収益を上げることを目指すというよりも，最低限，赤字は出さないようにしているといっ

た方が実態には近い。

前身となる組織が無く，市町村合併などを契機として新たに立ち上げられた地方自治体

主導型広域地域組織の場合，特に設立当初は組織体制が脆弱であるため，組織をいかに維

持して，活動を継続させることを組織の最優先の課題としなければならないことが多い。

そのような中で，まとまった資金が必要であり，リスクも高い経済事業に直接取り組むこ

とは極めて困難である。こうしたことから，支援主体である地方自治体の仲介による指定

管理者や地域内の施設等（ゲストハウス，古民家など）の管理・運営が，広域地域組織の

経済事業の中心となっている。それらの事業はいずれもリスクが低い方だが，高い収益を

期待することも困難であり，広域地域組織の経済的自立化に十分とは言えない。

他方，販売事業などに取り組んでいる住民グループ，集落営農組織や農協の組合員組織

， 。 ，など 外部の地域組織などと広域地域組織が支援や連携をするケースもみられる ただし

それが単なる「連携」にとどまれば，広域地域組織と他組織の「結合性」が弱く，地域社

会の諸問題をビジネスとして解消する「ソーシャル・イノベーション」へと発展する可能

性も低い。広域地域組織と地域内の各組織との連携は，両者の協働を深化させることによ

る相乗効果（シナジー）の発現を意識した取組が必要である。

第 に人材の確保と育成である。地方自治体主導型地域組織を担う内部人材は主に有3
志の住民であり，それをサポートする外部人材は主に自治体職員らである場合が大半であ

る。特に事業の申請など高い専門的知識を必要とする業務や作業を「素人」の住民らだけ

で処理することはかなり困難であり，自治体職員ら専門家集団に依存せざるを得ない。さ

らに，組織革新を担うことが期待される外部人材の確保を，広域地域組織が自力のみで行

うことも困難である。このため，京都府の「里の仕掛け人」のような外部支援が必要不可

欠であると言える。また山口県でもコーディネーターなどの専門家派遣するソフト事業が
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間で観光客のバス輸送を行っている。

地域資源の発見と再生を成し遂げた 地区の手づくり自治区だが，今後は整備したトYA
ンネルの活用をいかに図るのかが課題となっている。今のところ，イベントなどでの活用

案が出されているところである。

２）ＹＢ地区

地区では手づくり自治区の設立は 年代であり，すでに長期の活動実績を積んYB 1980
できた地域組織である。その活動内容は多岐にわたっており，各事業はそれぞれ黒字もし

くは収支均衡を達成しており，地域組織としての活動内容の水準は非常に高い。また全住

民が会員として参加するなど，地域組織としての住民の認知度も高く，市や県の支援も相

まって，高い成果をあげていると評価できる。

今後の課題としては，新たに開始する取組，特に手づくり弁当の製造と販売を成功させ

。 ， ， ，ることがある 弁当の製造販売には 多数のハードル 例えば原材料となる農産物の確保

あるいは食品を扱うための安全基準のクリアーも課題の１つである。

５．地方自治体主導型広域地域組織の考察

以下では第 章で整理・指摘された広域地域組織を巡る３つの論点，すなわち①広域3
地域組織の組織形態，②広域地域組織の活動内容，③広域地域組織を担う人材の確保・育

成に即して，本章で取り上げた 事例をまとめて考察したい（ 。6 第4-5表）

第 に組織形態である。 府県の事例はいずれも「部会制・委員会制」の組織形態をと1 3

組織形態 活動内容
人材確保・育成

（地方自治体の支援）

AA地区 総会+2部会
イベント開催
地域資源整備・管理

市役所職員の支援

AB地区
集落代表者会議
+3委員会

イベント開催
地域資源整備・管理
私設直売所との連携

市役所職員の支援
現役世代の参加に配慮して，夜間に会合開催

KA地区 4委員会
地域施設の管理・運営
経済事業

KB地区
5通常委員会

+2特別委員会

イベント開催
定住支援
地域資源整備・管理

YA地区 事務局+3部会
イベント開催
地域資源整備・管理

市役所職員，
集落支援員の支援
県事業による大学との協働

YB地区 事務局+4部会
イベント開催
地域資源整備・管理
ｿｰｼｬﾙ・ﾋﾞｼﾞﾈｽの取組

地域おこし協力隊員の支援
県事業によるｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ派遣

資料：各広域地域組織作成資料と聞き取りに基づき筆者作成．
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第4-5表　広域地域組織をめぐる論点に関する６事例の現況
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っており，イベント・地域おこし，福祉活動など機能別に組織が編成されている。広域地

域組織は，集落の活動の対象外となっている領域，例えば，イベントの開催や集落ではボ

， 。 ， ，ランティア活動など 集落が単独で実施できない活動が中心である 実際 山口県の場合

県が作成した「ビジョン」において，広域地域組織の設立によって，それが既存集落に取

って代わるのではなく，両者の役割が違っていることも明記されている。

本章で取り上げた各広域地域組織による集落間連携（再編）のパターンは，いずれも福

与（ ）の指摘する「連合型再編」であり，集落と広域地域組織の役割と機能は明確2011
に区別できる。しかし，広域地域組織の諸活動が小規模高齢化集落への「配慮」に重点を

おかざるを得なくなりつつある地区もみられる（山口県 地区 。集落機能が維持できYB ）

， ，ない小規模高齢化集落が今後増加することが避けがたいとすれば その対応の１つとして

集落と広域地域組織の「融合」が加速する可能性はある。

第 に活動内容である。地方自治体主導型広域地域組織の主要な活動内容は，広域的2
イベントの開催や地域資源の活用・管理などであった。一部の広域地域組織では経済事業

に取り組む事例（京都府 地区，山口県 地区）もみられるが，いずれも経済事業でKA YB
収益を上げることを目指すというよりも，最低限，赤字は出さないようにしているといっ

た方が実態には近い。

前身となる組織が無く，市町村合併などを契機として新たに立ち上げられた地方自治体

主導型広域地域組織の場合，特に設立当初は組織体制が脆弱であるため，組織をいかに維

持して，活動を継続させることを組織の最優先の課題としなければならないことが多い。

そのような中で，まとまった資金が必要であり，リスクも高い経済事業に直接取り組むこ

とは極めて困難である。こうしたことから，支援主体である地方自治体の仲介による指定

管理者や地域内の施設等（ゲストハウス，古民家など）の管理・運営が，広域地域組織の

経済事業の中心となっている。それらの事業はいずれもリスクが低い方だが，高い収益を

期待することも困難であり，広域地域組織の経済的自立化に十分とは言えない。

他方，販売事業などに取り組んでいる住民グループ，集落営農組織や農協の組合員組織

， 。 ，など 外部の地域組織などと広域地域組織が支援や連携をするケースもみられる ただし

それが単なる「連携」にとどまれば，広域地域組織と他組織の「結合性」が弱く，地域社

会の諸問題をビジネスとして解消する「ソーシャル・イノベーション」へと発展する可能

性も低い。広域地域組織と地域内の各組織との連携は，両者の協働を深化させることによ

る相乗効果（シナジー）の発現を意識した取組が必要である。

第 に人材の確保と育成である。地方自治体主導型地域組織を担う内部人材は主に有3
志の住民であり，それをサポートする外部人材は主に自治体職員らである場合が大半であ

る。特に事業の申請など高い専門的知識を必要とする業務や作業を「素人」の住民らだけ

で処理することはかなり困難であり，自治体職員ら専門家集団に依存せざるを得ない。さ

らに，組織革新を担うことが期待される外部人材の確保を，広域地域組織が自力のみで行

うことも困難である。このため，京都府の「里の仕掛け人」のような外部支援が必要不可

欠であると言える。また山口県でもコーディネーターなどの専門家派遣するソフト事業が
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設定されている 。このように，広域地域組織の運営上必要不可欠な外部人材や専門家( )16

の確保は，地方自治体の支援にほぼ全面的に依存しており，ハード事業と並ぶ，地方自治

体による広域地域組織支援の中核になっている。

広域地域組織には内部人材の確保にも多くの課題がある。広域地域組織の中核的人材は

おおむね 歳代以上であり， ～ 年後を見すえた指導者・後継者育成と確保が求め60 10 20
られる。現時点で最も有望な後継者候補は，現在 ～ 歳代の現役世代の住民である20 50
が，現役世代の男性は会社勤め，女性もパートや家事などに日々追われており多忙である

ため，広域地域組織の活動に参加しようにも，時間的に不可能なことも多い。そこで，部

会等の会合を夜間に開催する方式が功を奏したケース（秋田県 地区）もあった。このAB
ように現役世代が参加しやすい活動や仕組みをつくることも課題の１つである。その他，

地区の内外に向け，広域地域組織の多様な活動状況等を紹介している広報活動も，住民の

協力や後継者確保において重要な役割を果たすことが期待される。

注 聞き取り調査の実施時期は，秋田県が 年 月，京都府が 年 月，山口県が 年 月であ54102012102213102)1(
る。特に断りのある場合を除き，それぞれの聞き取り調査対象時点における情報に基づいて本稿を執筆してお

り，文中の「現時点」とは各事例で聞き取りを行った時点を指す。聞き取り対象者は，地域組織の代表者

・役員ならびに市職員，県職員などの関係者である。

連絡協議会の役割は以下の つである。①基本構想の策定，新市建設計画の変更に関する事項や市が実施す5)2(
る当該自治組織の地域内にかかる事業で特に重要と認めるものなどについて，市長から意見を求められた際の審

議および意見の具申。②市のまちづくりに関する施策事業に対する要望。③地域・地区内のまちづくり計画の策

定。④地域内の地区組織，町内会，各種団体間の調整。⑤地域・地区内の課題を自ら解決するとともに，個性豊

かな地域づくりを進めるための事務および事業，である。なお③と⑤は地区組織の役割ともなっている。

(3) 3 5まちづくり計画の計画期間や構成は各連絡協議会や地区組織に任せられている。計画の期間はおおむね ～

年間で，計画の構成は①地域の現況と課題，②地域のまちづくりの目標・将来像，③主な実施事業などの内容を

，，。盛り込むことが望まれている 連絡協議会がまちづくり計画を策定する際は 地区組織が策定した計画を尊重し

地域全体の振興計画を策定するよう求められている。なお計画策定後は， 市への届け出が必要である。AP
①は地域自治組織連絡協議会に対して，②と③は地区組織に対して交付される。①は，地域自治組織連協議(4)

会が行う地区組織，自治会および地域住民が組織する各種団体の連絡調整のための事務運営費に対する交付金で

ある。 地域自治組織連絡協議会当たりの上限額は 万円で，決算において残額が生じた場合，次年度の交付011
金の額から残額を相殺して交付される。②は，これまで単独の自治会等で行われてきた身近な公共的な事務事業

が困難になっていることから，地域振興・地域福祉・防災・施設の維持管理等，地区組織が継続的に実施する地

域の公共的な事務および事業に対する交付される。また，地域内の自治会等を調整する役割を担っている地区組

，。， 「 」織が自治会等の活動を支援する場合にも このコミュニティ活動交付金が交付される 金額の上限は 基本額

005×005×1と 加算額 の合計となる 基本額とは 万円 自治会等の数 と 円 自治会等の世帯数 である「 」 。 ， ，」「 （」「

円には町内会活動保険助成金 円が含まれる 。加算額とは 「 円 公共的な事務事業を実施する自治会等×001002 ） ，

の世帯数」である。③は，それぞれの地域や地区が自ら企画し実施する事業で，まちづくり計画に登載され，市

長が適当と認めた事業に対する交付金である。 地区当たりの交付金上限額は 万円で，原則精算払いとなっ051
（ ）。ている 交付金対象事業の目的または性質により必要があると認められるときは前払い金をすることもできる

年度には市内 地区に 名の支援職員が配置されている。(5) 2014 23 406
補助の種類は，①はじめの一歩型事業，②地域課題解決型事業，③市民提案型事業の つである。 年度(6) 3 2013

の場合は，事業の補助率は 割で，上限額（下限額）は①が 万円（ 万円 ，②と③が 万円（ 万円）とな5088618 ）

っている利用できる経費は，人件費，交通費など事業実施に直接必要と認められる経費である。なお本事業の採

択，第 者による評価機関 評価市民会議 での「公開プレゼンテーション」による評価を経て決定される。3 ( )
。スセクア日月年（スレドアトッネータンイ atika.ferp.nommoc//:ptth)7( .lg.jp/genkimura/ 2014 10 7 ）

実際に再任されるのは半数程度であるという。(8)
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このアンケート調査から， 以上の小項目からなる地域の課題を析出し，対処可能な課題を優先して取り組001)9(
むという方針を打ち出して取組を推進している。

軽トラ市とは，様々な物品を載せた軽トラックが一堂に集まり開催される「青空市」である。(10)
主に主任クラスの 歳代～主幹クラスの 歳代が就任している。(11) 30 50
配置地区は地域振興局が決定する。(12)
遊休農地については，現在のところ，地域連携組織の構成団体である有限会社が 程度を管理している。(13) 1ha
「手づくり自治区」は「地形的，歴史的社会的条件等を同じくする，複数の集落や自治会で構成される組織(14)

で単独集落では解決困難な課題や，広域的に取り組むことが効果的な課題に対応するため，住民合意のもと自主

的な取組を進める「地縁型組織」と定義されている。

これらはいずれも 年度の事業である。なお，ここで取り上げなかった中山間地域づくり推進課の所管事(15) 2013
業として 「やまぐちスロー・ツーリズム推進事業（事業費 万円 「離島の定住・交流サポート事業（事）， 」，500
業費 万円 」がある。また中山間地域づくり推進課が所管する事業以外にも，農林関係事業を手づくり自3,000 ）

治区が活用した事例（ 地区の廃線跡のトンネル整備事業）もある。YA
山口県の「中山間地域づくりコーディネート事業」では， 年度にコーディネーターが 地区に派遣さBY3102)61(

れた実績がある。 地区に派遣されたコーディネーターの支援内容は，地域おこし協力隊員の活動の活性化，YB
コミュニティビジネスの体制・仕組みづくりなどの実践支援であった。
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設定されている 。このように，広域地域組織の運営上必要不可欠な外部人材や専門家( )16

の確保は，地方自治体の支援にほぼ全面的に依存しており，ハード事業と並ぶ，地方自治

体による広域地域組織支援の中核になっている。

広域地域組織には内部人材の確保にも多くの課題がある。広域地域組織の中核的人材は

おおむね 歳代以上であり， ～ 年後を見すえた指導者・後継者育成と確保が求め60 10 20
られる。現時点で最も有望な後継者候補は，現在 ～ 歳代の現役世代の住民である20 50
が，現役世代の男性は会社勤め，女性もパートや家事などに日々追われており多忙である

ため，広域地域組織の活動に参加しようにも，時間的に不可能なことも多い。そこで，部

会等の会合を夜間に開催する方式が功を奏したケース（秋田県 地区）もあった。このAB
ように現役世代が参加しやすい活動や仕組みをつくることも課題の１つである。その他，

地区の内外に向け，広域地域組織の多様な活動状況等を紹介している広報活動も，住民の

協力や後継者確保において重要な役割を果たすことが期待される。

注 聞き取り調査の実施時期は，秋田県が 年 月，京都府が 年 月，山口県が 年 月であ54102012102213102)1(
る。特に断りのある場合を除き，それぞれの聞き取り調査対象時点における情報に基づいて本稿を執筆してお

り，文中の「現時点」とは各事例で聞き取りを行った時点を指す。聞き取り対象者は，地域組織の代表者

・役員ならびに市職員，県職員などの関係者である。

連絡協議会の役割は以下の つである。①基本構想の策定，新市建設計画の変更に関する事項や市が実施す5)2(
る当該自治組織の地域内にかかる事業で特に重要と認めるものなどについて，市長から意見を求められた際の審

議および意見の具申。②市のまちづくりに関する施策事業に対する要望。③地域・地区内のまちづくり計画の策

定。④地域内の地区組織，町内会，各種団体間の調整。⑤地域・地区内の課題を自ら解決するとともに，個性豊

かな地域づくりを進めるための事務および事業，である。なお③と⑤は地区組織の役割ともなっている。

(3) 3 5まちづくり計画の計画期間や構成は各連絡協議会や地区組織に任せられている。計画の期間はおおむね ～

年間で，計画の構成は①地域の現況と課題，②地域のまちづくりの目標・将来像，③主な実施事業などの内容を

，，。盛り込むことが望まれている 連絡協議会がまちづくり計画を策定する際は 地区組織が策定した計画を尊重し

地域全体の振興計画を策定するよう求められている。なお計画策定後は， 市への届け出が必要である。AP
①は地域自治組織連絡協議会に対して，②と③は地区組織に対して交付される。①は，地域自治組織連協議(4)

会が行う地区組織，自治会および地域住民が組織する各種団体の連絡調整のための事務運営費に対する交付金で

ある。 地域自治組織連絡協議会当たりの上限額は 万円で，決算において残額が生じた場合，次年度の交付011
金の額から残額を相殺して交付される。②は，これまで単独の自治会等で行われてきた身近な公共的な事務事業

が困難になっていることから，地域振興・地域福祉・防災・施設の維持管理等，地区組織が継続的に実施する地

域の公共的な事務および事業に対する交付される。また，地域内の自治会等を調整する役割を担っている地区組

，。， 「 」織が自治会等の活動を支援する場合にも このコミュニティ活動交付金が交付される 金額の上限は 基本額

005×005×1と 加算額 の合計となる 基本額とは 万円 自治会等の数 と 円 自治会等の世帯数 である「 」 。 ， ，」「 （」「

円には町内会活動保険助成金 円が含まれる 。加算額とは 「 円 公共的な事務事業を実施する自治会等×001002 ） ，

の世帯数」である。③は，それぞれの地域や地区が自ら企画し実施する事業で，まちづくり計画に登載され，市

長が適当と認めた事業に対する交付金である。 地区当たりの交付金上限額は 万円で，原則精算払いとなっ051
（ ）。ている 交付金対象事業の目的または性質により必要があると認められるときは前払い金をすることもできる

年度には市内 地区に 名の支援職員が配置されている。(5) 2014 23 406
補助の種類は，①はじめの一歩型事業，②地域課題解決型事業，③市民提案型事業の つである。 年度(6) 3 2013

の場合は，事業の補助率は 割で，上限額（下限額）は①が 万円（ 万円 ，②と③が 万円（ 万円）とな5088618 ）

っている利用できる経費は，人件費，交通費など事業実施に直接必要と認められる経費である。なお本事業の採

択，第 者による評価機関 評価市民会議 での「公開プレゼンテーション」による評価を経て決定される。3 ( )
。スセクア日月年（スレドアトッネータンイ atika.ferp.nommoc//:ptth)7( .lg.jp/genkimura/ 2014 10 7 ）

実際に再任されるのは半数程度であるという。(8)
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このアンケート調査から， 以上の小項目からなる地域の課題を析出し，対処可能な課題を優先して取り組001)9(
むという方針を打ち出して取組を推進している。

軽トラ市とは，様々な物品を載せた軽トラックが一堂に集まり開催される「青空市」である。(10)
主に主任クラスの 歳代～主幹クラスの 歳代が就任している。(11) 30 50
配置地区は地域振興局が決定する。(12)
遊休農地については，現在のところ，地域連携組織の構成団体である有限会社が 程度を管理している。(13) 1ha
「手づくり自治区」は「地形的，歴史的社会的条件等を同じくする，複数の集落や自治会で構成される組織(14)

で単独集落では解決困難な課題や，広域的に取り組むことが効果的な課題に対応するため，住民合意のもと自主

的な取組を進める「地縁型組織」と定義されている。

これらはいずれも 年度の事業である。なお，ここで取り上げなかった中山間地域づくり推進課の所管事(15) 2013
業として 「やまぐちスロー・ツーリズム推進事業（事業費 万円 「離島の定住・交流サポート事業（事）， 」，500
業費 万円 」がある。また中山間地域づくり推進課が所管する事業以外にも，農林関係事業を手づくり自3,000 ）

治区が活用した事例（ 地区の廃線跡のトンネル整備事業）もある。YA
山口県の「中山間地域づくりコーディネート事業」では， 年度にコーディネーターが 地区に派遣さBY3102)61(

れた実績がある。 地区に派遣されたコーディネーターの支援内容は，地域おこし協力隊員の活動の活性化，YB
コミュニティビジネスの体制・仕組みづくりなどの実践支援であった。
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